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(57)【要約】
【課題】凝集むらおよび筋むらの発生が少なく、インク受容性が良好なコート液を提供す
ること。
【解決手段】本発明に係るインクジェット用コート液は、オキサゾリン基含有樹脂と、炭
素数７以上のアルカンジオールと、界面活性剤と、水と、を含有し、好ましくは、さらに
カルボキシル基含有樹脂を含有し、前記オキサゾリン基含有樹脂の全質量中におけるオキ
サゾリン基のモル数（ＭＡ）と、前記カルボキシル基含有樹脂の全質量中におけるカルボ
キシル基のモル数（ＭＢ）と、の比（ＭＡ／ＭＢ）は、１０以上４０以下である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　オキサゾリン基含有樹脂と、炭素数７以上のアルカンジオールと、界面活性剤と、水と
、を含有する、インクジェット用コート液。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記オキサゾリン基含有樹脂の重量平均分子量は、２万以上１２万以下である、インク
ジェット用コート液。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　さらに、カルボキシル基含有樹脂を含有する、インクジェット用コート液。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記オキサゾリン基含有樹脂の全質量中におけるオキサゾリン基のモル数（ＭＡ）と、
前記カルボキシル基含有樹脂の全質量中におけるカルボキシル基のモル数（ＭＢ）と、の
比（ＭＡ／ＭＢ）は、１０以上４０以下である、インクジェット用コート液。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項において、
　前記炭素数７以上のアルカンジオールは、１，２－ヘプタンジオール、１，２－オクタ
ンジオール、４，４－ジメチル－１，２－ペンタンジオール、５－メチル－１，２－ヘキ
サンジオール、および４－メチル－１，２－ヘキサンジオールからなる群から選択される
少なくとも１種である、インクジェット用コート液。
【請求項６】
　請求項１ないし請求項５のいずれか１項において、
　前記界面活性剤は、ポリオルガノシロキサン系界面活性剤、またはフッ素系界面活性剤
の少なくとも一方である、インクジェット用コート液。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項６のいずれか１項において、
　さらに、オキシアルキレングリコール類およびグリコールエーテル類の少なくとも一方
を含有する、インクジェット用コート液。
【請求項８】
　ヘッドを有するインクジェット記録装置を用いたインクジェット記録方法であって、
　前記ヘッドは、複数のノズル孔からなるノズル列を備え、
　前記ノズル孔から請求項１ないし請求項７のいずれか１項に記載のインクジェット用コ
ート液の液滴を吐出させる吐出工程と、
　前記液滴を記録媒体に付着させて、当該液滴からなるドットを形成するドット形成工程
と、
　前記吐出工程および前記ドット形成工程を複数回繰り返すことによって、前記記録媒体
にコート層を形成するコート層形成工程と、
含む、インクジェット記録方法。
【請求項９】
　請求項８において、
　前記ノズル列は、複数配列されており、
　前記コート層形成工程により形成される前記コート層は、前記ノズル列の配列方向に画
像解像度が３００ｄｐｉ以上のドット間隔を有し、
　前記吐出工程において吐出される前記液滴の質量は、１ｎｇ以上１５ｎｇ以下であり、
　前記ドット形成工程おいて形成されるドットの直径は、前記ドット間隔よりも大きい、
インクジェット記録方法。
【請求項１０】
　請求項８または請求項９において、
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　さらに、ノズル孔から着色剤および水を含有するカラーインク組成物の液滴を吐出し、
前記コート層上に付着させて、カラー画像を形成するカラー画像形成工程を含む、インク
ジェット記録方法。
【請求項１１】
　請求項８ないし請求項１０のいずれか１項において、
　さらに、前記記録媒体を乾燥させる乾燥工程を含む、インクジェット記録方法。
【請求項１２】
　請求項８ないし請求項１１のいずれか１項において、
　前記コート層形成工程において、前記記録媒体の全面に前記コート層を形成する、イン
クジェット記録方法。
【請求項１３】
　請求項８ないし請求項１２のいずれか１項において、
　前記記録媒体は、インク低吸収性または非吸収性の記録媒体である、インクジェット記
録方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット用コート液およびこれを用いたインクジェット記録方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録方法は、インク小滴を飛翔させ、紙等の記録媒体に付着させて記録
を行う記録方法である。近年のインクジェット記録技術の革新的な進歩により、これまで
銀塩写真やオフセット印刷によって実現されてきた高精細印刷の分野においてもインクジ
ェット記録方法が用いられるようになっている。それに伴い、銀塩写真やオフセット印刷
の分野で用いられてきた印画紙やアート紙等に匹敵する高光沢性の記録媒体、いわゆる専
用紙をインクジェット記録に使用して、銀塩写真並の光沢感を有する画像を実現できるイ
ンクジェット記録用のインクが開発されている。また、普通紙を用いた場合であっても、
銀塩写真並の画質を実現できるインクジェット記録用のインクが開発されている。
【０００３】
　ところで、近年、デジタルデータからの画像形成技術が普及したことに伴い、特に印刷
分野では、デスクトップパブリッシング（ＤＴＰ）が普及しつつある。ＤＴＰにより記録
を行う場合であっても、実際の記録物との光沢感や色感を確認するために、事前に色校正
用プルーフを作製することが行われている。このプルーフの出力に、インクジェット記録
方式を適用することが行われており、ＤＴＰにおいては記録物の色再現性の高さ、色の安
定性の高さが求められることから、記録媒体として、通常、インクジェット記録用の専用
紙が使用されている。
【０００４】
　インクジェット記録用の専用紙であるプルーフ用紙は、印刷本紙に実際に記録した出力
物と光沢感や色感が同じになるように作製されている。このように、印刷本紙の種類に応
じて専用紙の材質が適宜調整されているが、多種多様の印刷本紙に全て対応した専用紙を
作製するのは製造コストの上昇を招く。そこで、色校正用途においては、専用紙よりも印
刷本紙にインクジェット記録を行いたいとの技術的観点における要望がある。また、専用
紙を用いずに、直接印刷本紙にインクジェット記録を行ったものを最終校正見本とできれ
ば、校正にかかるコストを大幅に低減できるとの経済的観点における要望がある。また、
印刷分野で広く使用されている、ポリエチレン樹脂やポリエステル樹脂に無機フィラー等
を混合してフィルム化した合成紙は、リサイクル性に優れ、環境に優しい材料として近年
注目されている。このような合成紙に記録を行いたいとの環境的観点における要望がある
。
【０００５】
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　印刷本紙は、その表面に油性インクを受容するための塗工層が設けられた塗工紙である
が、塗工層の水性インクに対するインク吸収能力が乏しいという特徴を有する。そのため
、インクジェット記録に一般的に用いられている水性の顔料インクを使用すると、記録媒
体（印刷本紙）へのインクの浸透性が低く、画像に滲みが生じたり、凝集むらや筋むら等
が生じたりする場合がある。このような問題に対して、例えば、特許文献１～特許文献４
には、インクに種々の成分を添加することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－１９４５００号公報
【特許文献２】特開２００３－２１３１７９号公報
【特許文献３】特開２００３－２５３１６７号公報
【特許文献４】特開２００６－２４９４２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記の特許文献に記載のインクを用いて印刷本紙等の水系インク低吸収
性の記録媒体にカラー画像の記録を行うと、カラー画像の凝集むらや筋むら等が生じる場
合があった。特に、印刷本紙よりもさらに水系インクの吸収性に劣るインク非吸収性の記
録媒体（例えば、プラスチックフィルム等）に対しては、上記不具合が顕著に生じる場合
があった。
【０００８】
　このような問題に対して、例えば、インク非吸収性または低吸収性の記録媒体上に水系
インクを受容するための受容層を設けることが考えられる。受容層としては、樹脂を用い
ることが考えられるが、樹脂の種類によってはインクの受容性を満足できない不具合が生
じることがある。この不具合に関しては、記録媒体へ付着させるコート液の量を増加させ
ることが考えられる。
【０００９】
　しかしながら、インクジェット記録方式によって、受容層を形成するためのコート液を
用いて受容層を形成すると、水系インクと同様に、凝集むらや筋むら等の水系インクと同
様の不具合が生じることがあり、特に、記録媒体へ付着させるコート液の量を増加させた
場合に顕著になる。凝集むらや筋むらが生じた場合、受容層の厚さが不均一となり、受容
層が薄い領域は厚い領域と比較してインク受容性が劣ることとなる。
【００１０】
　また、凝集むらや筋むらが抑制され、十分なインク受容性を有する受容層を形成できた
としても、受容層上に形成される画像の耐水性が低下したりすることで、良好なカラー画
像を形成できないという新たな問題が生じる場合がある。
【００１１】
　本発明のいくつかの態様にかかる目的の１つは、凝集むらおよび筋むらの発生が少なく
、インク受容性が良好なインクジェット用コート液を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は前述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の態
様または適用例として実現することができる。
【００１３】
　［適用例１］
　本発明に係るインクジェット用コート液の一態様は、
　オキサゾリン基含有樹脂と、炭素数７以上のアルカンジオールと、界面活性剤と、水と
、を含有する。
【００１４】
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　適用例１に記載のインクジェット用コート液は、凝集むらおよび筋むらの発生が少ない
上、インクの受容性が良好なコート層を形成できる。
【００１５】
　［適用例２］
　適用例１において、
　前記オキサゾリン基含有樹脂の重量平均分子量は、２万以上１２万以下であることがで
きる。
【００１６】
　［適用例３］
　適用例１または適用例２において、
　さらに、カルボキシル基含有樹脂を含有することができる。
【００１７】
　［適用例４］
　適用例３において、
　前記オキサゾリン基含有樹脂の全質量中におけるオキサゾリン基のモル数（ＭＡ）と、
前記カルボキシル基含有樹脂の全質量中におけるカルボキシル基のモル数（ＭＢ）と、の
比（ＭＡ／ＭＢ）は、１０以上４０以下であることができる。
【００１８】
　［適用例５］
　適用例１ないし適用例４のいずれか１例において、
　前記炭素数７以上のアルカンジオールは、１，２－ヘプタンジオール、１，２－オクタ
ンジオール、４，４－ジメチル－１，２－ペンタンジオール、５－メチル－１，２－ヘキ
サンジオール、および４－メチル－１，２－ヘキサンジオールからなる群から選択される
少なくとも１種であることができる。
【００１９】
　［適用例６］
　適用例１ないし適用例５のいずれか１例において、
　前記界面活性剤は、ポリオルガノシロキサン系界面活性剤、またはフッ素系界面活性剤
の少なくとも一方であることができる。
【００２０】
　［適用例７］
　適用例１ないし適用例６のいずれか１例において、
　さらに、オキシアルキレングリコール類およびグリコールエーテル類の少なくとも一方
を含有することができる。
【００２１】
　［適用例８］
　本発明に係るインクジェット記録方法の一態様は、
　ヘッドを有するインクジェット記録装置を用いたインクジェット記録方法であって、
　前記ヘッドは、複数のノズル孔からなるノズル列を備え、
　前記ノズル孔から請求項１ないし請求項７のいずれか１項に記載のインクジェット用コ
ート液の液滴を吐出させる吐出工程と、
　前記液滴を記録媒体に付着させて、当該液滴からなるドットを形成するドット形成工程
と、
　前記吐出工程および前記ドット形成工程を複数回繰り返すことによって、前記記録媒体
にコート層を形成するコート層形成工程と、
含む。
【００２２】
　適用例８に記載のインクジェット記録方法によれば、凝集むらおよび筋むらの発生が少
ない上、インクの受容性が良好なコート層を形成できる。
【００２３】
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　［適用例９］
　適用例８において、
　前記ノズル列は、複数配列されており、
　前記コート層形成工程により形成される前記コート層は、前記ノズル列の配列方向に画
像解像度が３００ｄｐｉ以上のドット間隔を有し、
　前記吐出工程において吐出される前記液滴の質量は、１ｎｇ以上１５ｎｇ以下であり、
　前記ドット形成工程おいて形成されるドットの直径は、前記ドット間隔よりも大きいこ
とができる。
【００２４】
　［適用例１０］
　適用例８または適用例９のいずれかにおいて、
　さらに、ノズル孔から着色剤および水を含有するカラーインク組成物の液滴を吐出し、
前記コート層上に付着させて、カラー画像を形成するカラー画像形成工程を含むことがで
きる。
【００２５】
　［適用例１１］
　適用例８ないし請求項１０のいずれか１項において、
　さらに、前記記録媒体を乾燥させる乾燥工程を含むことができる。
【００２６】
　［適用例１２］
　適用例８ないし適用例１１のいずれか１例において、
　前記コート層形成工程において、前記記録媒体の全面に前記コート層を形成することが
できる。
【００２７】
　［適用例１３］
　適用例８ないし適用例１２のいずれか１例において、
　前記記録媒体は、インク低吸収性または非吸収性の記録媒体であることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の実施形態に係る記録装置を有する記録システムを示すブロック図。
【図２】本発明の実施形態に係る記録装置の構成を模式的に示す斜視図。
【図３】本発明の実施形態に係るヘッドの下面を示す概略図。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下に本発明の好適な実施の形態について説明する。以下に説明する実施の形態は、本
発明の一例を説明するものである。また、本発明は、以下の実施の形態に限定されるもの
ではなく、本発明の要旨を変更しない範囲において実施される各種の変形例も含む。
【００３０】
　１．インクジェット用コート液
　本発明の一実施形態に係るインクジェット用コート液は、オキサゾリン基含有樹脂と、
炭素数７以上のアルカンジオールと、界面活性剤と、水と、を含有する。
【００３１】
　本実施形態に係るインクジェット用コート液（以下、単に「コート液」ともいう。）は
、記録媒体上に付着させることにより、後述するコート層を形成する。コート液により形
成されたコート層は、当該コート層上に吐出されるインクの受容層として機能する。以下
、コート液に含まれる成分について、詳細に説明する。
【００３２】
　１．１．オキサゾリン基含有樹脂
　本実施形態に係るコート液は、オキサゾリン基含有樹脂を含有する。オキサゾリン基含
有樹脂の機能としては、コート液により形成されるコート層の耐水性を向上させることや
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、コート層上に吐出されるインクの受容性を高めることや、コート層上に吐出されるイン
クにより形成される画像の耐水性を向上させることが挙げられる。
【００３３】
　特に、オキサゾリン基含有樹脂中のオキサゾリン基は、カルボキシル基と反応して架橋
構造を形成しやすい。そのため、例えば、コート液にカルボキシル基を有する成分（例え
ば、後述する樹脂分散剤のうち構造中にカルボキシル基を有するもの）を添加すれば、コ
ート層の耐水性がより一層良好になる。
【００３４】
　オキサゾリン基含有樹脂としては、例えば、アクリル骨格またはスチレン-アクリル骨
格を主鎖として、当該主鎖の側鎖にオキサゾリン基を有しているものが挙げられる。これ
らの中でも、主鎖としてアクリル骨格を有し、側鎖としてオキサゾリン基を有するオキサ
ゾリン基含有アクリル樹脂であることが好ましい。オキサゾリン基含有樹脂は、単独で用
いてもよいし、２種以上組み合わせて用いてもよい。
【００３５】
　オキサゾリン基としては、例えば、２-オキサゾリン基、３-オキサゾリン基、４-オキ
サゾリン基などが挙げられる。これらの中でも、２-オキサゾリン基が好ましい。２-オキ
サゾリン基は、下記一般式（１）で表される。
【００３６】
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３およびＲ１４は、それぞれ独立に、水素原子
、ハロゲン原子、アルキル基、アラルキル基、フェニル基または置換フェニル基を示す。
）
【００３７】
　オキサゾリン基含有樹脂の重量平均分子量は、２万以上１２万以下であることが好まし
く、２万以上８万以下であることがより好ましい。オキサゾリン基含有樹脂の重量平均分
子量が上記範囲にあることで、とりわけ上限を上回らずにあることで、コート液中の溶媒
（水）に溶解しやすくなる。これにより、コート層の表面を平滑にでき、光沢性の良好な
コート層が得られる。オキサゾリン基含有樹脂の重量平均分子量は、例えば、溶媒として
テトラヒドロフランを用いたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によっ
て測定されたポリスチレン換算分子量により求めることができる。
【００３８】
　オキサゾリン基含有樹脂は、水中に乳化分散されているエマルジョンタイプや、水に溶
解されている水溶液タイプとして用いることができる。これらの中でも、オキサゾリン含
有樹脂は、水溶液タイプを用いることが好ましい。水溶液タイプのオキサゾリン基含有樹
脂は、エマルジョンタイプのオキサゾリン基含有樹脂と比べて、重量平均分子量が小さい
。そのため、コート層の表面を平滑にでき、光沢性の良好なコート層が得られる。
【００３９】
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　オキサゾリン基含有樹脂としては、市販品を用いることができ、具体的には、水溶性タ
イプとして、エポクロス　ＷＳ－３００［主鎖：アクリル系、重量平均分子量：１２万、
オキサゾリン基量：７．７ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算）、固形分：１０％］、エポクロス
　ＷＳ－５００［主鎖：アクリル系、重量平均分子量：７万、オキサゾリン基量：４．５
ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算）、固形分：３９％］、エポクロス　ＷＳ－７００［主鎖：ア
クリル系、重量平均分子量：４万、オキサゾリン基量：４．５ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算
）、固形分２５％］等のオキサゾリン基含有アクリル樹脂が挙げられる。また、エマルジ
ョンタイプとして、エポクロス　Ｋ－２０１０Ｅ［主鎖：スチレン－アクリル、オキサゾ
リン基量：１．８ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算）、固形分：４０％］、エポクロス　Ｋ－２
０２０Ｅ［主鎖：スチレン－アクリル、オキサゾリン基量：１．８ｍｍｏｌ／ｇ（固形分
換算）、固形分：４０％］、エポクロス　Ｋ－２０３０Ｅ［主鎖：スチレン－アクリル、
オキサゾリン基量：１．８ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算）、固形分：４０％］等のオキサゾ
リン基含有スチレン－アクリル樹脂が挙げられる。
【００４０】
　オキサゾリン基含有樹脂の含有量は、コート液の全質量に対して、固形分換算量で、５
質量％以上２０質量％以下であることが好ましく、８質量％以上１８質量％以下であるこ
とがより好ましい。オキサゾリン基含有樹脂の含有量が上記範囲にあると、コート層のイ
ンクを受容する作用が一層向上する場合がある。
【００４１】
　１．２．炭素数７以上のアルカンジオール
　本実施形態に係るコート液は、炭素数７以上のアルカンジオールを含有する。炭素数７
以上のアルカンジオールの機能の一つとしては、界面活性効果である。すなわち、コート
液とインク低吸収性または非吸収性の記録媒体との界面張力を適度に低下させることで、
液滴と前記記録媒体との接触面積が大きくなる。これにより、記録媒体に対する液滴の定
着性を高めることが挙げられる。他方、炭素数７以上のアルカンジオオールの機能の一つ
としては、液滴の流動抑制効果である。すなわち、炭素数７以上のアルカンジオールは、
炭素数７以上という特徴に起因して、粘度が高い液体又は固体である。これにより、記録
媒体上にコート液の液滴が付着した後、当該液滴が流動しにくくなるので、凝集むらや、
筋むらの発生を低減でき、記録媒体に対する定着性を高めることが挙げられる。
【００４２】
　本明細書中、凝集むらとは、コート液を用いてコート層を形成する際に発生する、局所
的な濃度斑のことを意味し、固形成分（樹脂成分、色材成分）の膜厚が不均一になること
で観察される現象である。記録媒体表面がコート液によって被覆されない部分が残存する
ことを意味するものではない。凝集むらは、記録媒体上で液滴が流動し、他の液滴に接触
することによって発生する。
【００４３】
　また、本明細書中、筋むらとは、コート液の液滴の埋まり不良に伴って、記録媒体の表
面において液滴で被覆されない部分が筋上に残る現象を意味する。筋むらは、記録媒体上
に吐出された液滴の流動（定着すべき位置からの流動）、あるいは、記録媒体に対する液
滴の接触面積が小さく“弾いてしまう”ために発生する。
【００４４】
　また、本明細書中、定着性とは、定着すべき位置に液滴が留まる性質を意味する。定着
すべき位置から液滴が流動してしまう（定着性に劣る）と、特に、当該液滴が高Ｄｕｔｙ
で記録された場合に上記の凝集むらや筋むらが発生しやすくなる。
【００４５】
　炭素数７以上のアルカンジオールは、炭素数７以上１０以下であることがより好ましく
、炭素数７以上１０以下の１，２－アルカンジオールであることがさらに好ましい。なお
、本発明において、アルカンジオールの炭化水素基部分は、直鎖または分岐鎖のいずれで
あってもよい。
【００４６】



(9) JP 2016-153233 A 2016.8.25

10

20

30

40

50

　炭素数７以上のアルカンジオールとしては、例えば、１，２－ヘプタンジオール、１，
２－オクタンジオール、４，４－ジメチル－１，２－ペンタンジオール、５－メチル－１
，２－ヘキサンジオール、４－メチル－１，２－ヘキサンジオール等が挙げられる。これ
らの中でも、１，２－オクタンジオールがより好ましい。
【００４７】
　炭素数７以上のアルカンジオールの含有量は、コート液の液滴の定着性が得られる限り
において、適宜決定されてよいが、コート液の全質量に対して、１質量％以上５質量％以
下であることが好ましく、１質量％以上４質量％であることがより好ましく、１質量％以
上３質量％以下であることがさらに好ましい。炭素数７以上のアルカンジオールの量が上
記範囲にあることで、とりわけ下限を下回らずにあることで、液滴の定着性が良好なもの
となる。また、難水溶性のアルカンジオールの量が上記範囲にあることで、とりわけ上限
を超えずにあることでコート液の初期粘度が高くなりすぎず、通常のコート液の保存状態
において、油層（例えば、炭素数７以上のアルカンジオール）の分離を抑制でき、コート
液の保存性の観点から好ましい。
【００４８】
　１．３．界面活性剤
　本実施形態に係るコート液は、界面活性剤を含有する。記録媒体として、普通紙のよう
に、インクを受容する繊維層が表面にあるものに対して、界面活性剤を用いることにより
、滲みを調整できるので、優れた細線を表現する画像を実現することができる。とりわけ
、インク低吸収性または非吸収性の記録媒体等を用いた場合であっても、コート液の液滴
が記録媒体上で濡れ広がりやすくなり、液滴の定着性が良好なものになるので、凝集むら
の発生や、筋むらの発生を低減できる。
【００４９】
　また、界面活性剤は、上述した炭素数７以上のアルカンジオールと組み合わせることに
よって、相乗的に作用して、液滴の定着性をより一層良好なものとすることができ、凝集
むら、筋むらの発生を効果的に抑制することができる。
【００５０】
　界面活性剤としては、ポリオルガノシロキサン系界面活性剤を好適に使用でき、コート
層を形成する際に、記録媒体表面への濡れ性を高めるとともにコート液の浸透性を高める
ことができる。
【００５１】
　ポリオルガノシロキサン系界面活性剤は市販されているものを用いてもよく、例えば、
ＢＹＫ－３４７（ビックケミー株式会社製）、ＢＹＫ－３４８（ビックケミー株式会社製
）、ＢＹＫ－３４９（ビックケミー株式会社製）、ＢＹＫ－３５５０（ビックケミー株式
会社製）、ＢＹＫ－ＵＶ３５１０（ビックケミー株式会社製）等を用いることができる。
【００５２】
　前記ポリオルガノシロキサン系界面活性剤は、特に限定されないが、グリセリンを２０
質量％、１，２－ヘキサンジオールを１０質量％、前記ポリオルガノシロキサン系界面活
性剤を０．１質量％、および水を６９．９質量％含む水溶液とした場合に、その水溶液の
１Ｈｚの動的表面張力が２６ｍＮ／ｍ以下のものを使用することが、液滴の定着性をより
一層良好なものとすることができるため、特に好ましい。動的表面張力は、例えば、バブ
ルプレッシャー動的表面張力計ＢＰ２（ＫＲＵＳ社製）を用いて測定することができる。
【００５３】
　上記のような界面活性剤は市販されているものを用いてもよく、例えば、オルフィンＰ
Ｄ－５０１（日信化学工業株式会社製）、オルフィンＰＤ－５７０（日信化学工業株式会
社製）等を用いることができる。
【００５４】
　また、ポリオルガノシロキサン系界面活性剤として、具体的には、下記一般式（２）で
表される１種または２種以上の化合物を含むことができる。
【００５５】
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　また、下記一般式（２）の化合物において、Ｒは水素原子またはメチル基を表し、ａは
２～１１の整数を表し、ｍは２～５０の整数を表し、ｎは１～５の整数である１種または
２種以上の化合物を含んでなることが好ましく、または、下記一般式（２）の化合物にお
いて、Ｒが水素原子またはメチル基であり、ａが２～１３の整数であり、ｍは２～５０の
整数であり、ｎは１～５の整数である１種または２種以上の化合物を含んでなることがよ
り好ましい。
【００５６】
　また、下記一般式（２）の化合物において、Ｒが水素原子またはメチル基であり、ａが
２～１３の整数であり、ｍは２～５０の整数であり、ｎは１～８の整数である１種または
２種以上の化合物を含んでなることがより好ましい。
【００５７】
　あるいは、下記式（２）の化合物において、Ｒがメチル基であり、ａが６～１８の整数
であり、ｍが０～４であり、ｎが１または２である１種または２種以上の化合物を含んで
なることが好ましく、または、Ｒがメチル基であり、ａが６～１８の整数、であり、ｍが
０であり、ｎが１である１種または２種以上の化合物を含んでなることがより好ましい。
このような特定のオルガノポリシロキサン系界面活性剤を使用することにより、記録媒体
としてインク非吸収性または低吸収性の記録媒体に記録した場合であっても、記録媒体上
での凝集むらがより改善される。
【００５８】
【化２】

（式中、Ｒは水素原子またはメチル基を表し、ａは２～１８の整数を表し、ｍは０～７０
の整数を表し、ｎは１～８の整数を表す。）
【００５９】
　上記一般式（２）の化合物においては、Ｒがメチル基である化合物を使用することによ
って、凝集むらを一層改善できる場合がある。また、上記式（２）の化合物においては、
Ｒが水素原子である化合物を併用することにより、筋むらを一層改善できる場合がある。
【００６０】
　上記式（２）の化合物においては、Ｒがメチル基の化合物とＲが水素原子の化合物との
配合割合を適宜、調整することにより、凝集むらや筋むらがより一層改善された高品質な
コート層を得ることができ、また樹脂量により流動性が異なる場合の調整剤として効果的
である。
【００６１】
　ポリオルガノシロキサン系界面活性剤は、コート液の全質量に対して、好ましくは０．
０１～１．０質量％、より好ましくは０．０５～０．５０質量％含有される。特に、上記
式（２）中のＲが水素基である上記界面活性剤を使用する場合は、上記式（２）中のＲが
メチル基である上記界面活性剤を用いた場合よりも、含有量を少なくすることが凝集むら
の観点から好ましい。上記式（２）中のＲが水素基である界面活性剤を０．０１～０．１
質量％含有させることにより、撥水性が発現し、ブリードを調整できる。
【００６２】
　界面活性剤としては、フッ素系界面活性剤を好適に使用でき、コート層を形成する際に
、記録媒体表面への濡れ性を高めてインクの浸透性を高めることができる。
【００６３】
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　フッ素系界面活性剤としては、市販品を用いてもよく、例えば、ＺＯＮＹＬシリーズ（
デュポン社製）やＦＬＵＯＲＡＤシリーズ（スリーエム社製）やフタージェントシリーズ
（ネオス社製）等を用いることができる。
【００６４】
　具体的には、ＺＯＮＹＬシリーズのフッ素系界面活性剤としては、例えば、（ＲｆＣＨ

２ＣＨ２Ｏ）ｘＰＯ（Ｏ－ＮＨ４
＋）ｙ　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＦＳＰ」）、ＲｆＣＨ

２ＣＨ２ＳＯ３Ｈ　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＦＳＪ」）、ＲｆＣＨ２ＣＨ２ＳＯ３
－ＮＨ

４
＋　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＴＢＳ」）、Ｃ６Ｆ１３ＣＨ２ＣＨ２ＳＯ３Ｈ、Ｃ６Ｆ１

３ＣＨ２ＣＨ２ＳＯ３
－ＮＨ４

＋　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＦＳ－６２」）、ＲｆＣＨ２

ＣＨ２ＳＣＨ２ＣＨ２ＣＯＯ－Ｌｉ＋　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＦＳＡ」）、ＲｆＣＨ２

ＣＨ２Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｘＨ　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＦＳＯ」）、ＲｆＣＨ２ＣＨ

２Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｙＨ　（商品名「ＺＯＮＹＬ　ＦＳＮ」）が挙げられる。
【００６５】
　なお、ＺＯＮＹＬシリーズとして例示した上記構造式中、ｘ及びｙは、ｘ＋ｙ＝３を満
たす整数であり、Ｒｆは、Ｆ（ＣＦ２ＣＦ２）ｚであり、ｚは、ＦＳＰ、ＦＳＪ及びＦＳ
Ｏに関しては１～７であり、ＴＢＳ及びＦＳＡに関しては１～９である。
【００６６】
　また、ＦＬＵＯＲＡＤシリーズのフッ素系界面活性剤としては、例えば、パーフルオロ
アルキルスルホン酸アンモニウム（商品名「ＦＣ－１２０」）、フッ素化アルキルカルボ
ン酸カリウム（商品名「ＦＣ－１２９」）、フッ素化アルキルポリオキシエチレンエタノ
ール（商品名「ＦＣ－１７０Ｃ」）、フッ素化アルキルアルコキシレート（商品名「ＦＣ
－１７１」）、フッ素化アルキルエーテル（商品名「ＦＣ－４３０」、「ＦＣ－４３１」
、「ＦＣ－４７０」）が挙げられる。
【００６７】
　また、フタージェントシリーズのフッ素系界面活性剤としては、分子内に二重結合を有
し、複雑に分岐したパーフルオロアルケニルの構造を有し、例えば、スルホン酸塩（商品
名「フタージェント１００、１００Ｃ、１１０」）、カルボン酸塩（商品名「フタージェ
ント１５０、１５０ＣＨ、Ａ－Ｋ、５０１」）、ポリオキシエチレン（商品名「フタージ
ェント２５０、２５１、２２２Ｆ、２０８Ｇ」）、４級アンモニウム塩（商品名「フター
ジェント３００、３１０」）、ベタイン（商品名「フタージェント４００ＳＷ」）が挙げ
られる。
【００６８】
　上記のフッ素系界面活性剤の中でも、２５１、２０８Ｇが好ましく、フタージェント２
５１がより好ましい。フッ素系の界面活性剤は、単独で用いてもよく、２種以上組み合わ
せて用いてもよい。フタージェント２５１、２０８Ｇは、グリセリンを２０質量％、１，
２－ヘキサンジオールを１０質量％、前記フッ素系界面活性剤を０．１質量％、および水
を６９．９質量％含む水溶液とした場合に、その水溶液の１Ｈｚの動的表面張力が２６ｍ
Ｎ／ｍ以下となるので、記録媒体表面への濡れ性（接触面積）を高める観点で好ましい。
【００６９】
　フッ素系界面活性剤は、コート液の全質量に対して、好ましくは０．０１～１．０質量
％、より好ましくは０．０５～０．５０質量％含有される。
【００７０】
　本実施形態に係るコート液には、その他の界面活性剤、具体的には、アセチレングリコ
ール系界面活性剤、アニオン界面活性剤、ノニオン界面活性剤、両性界面活性剤等をさら
に添加しても良い。
【００７１】
　これらのうち、アセチレングリコール系界面活性剤としては、例えば、２，４，７，９
－テトラメチル－５－デシン－４，７－ジオール、３，６－ジメチル－４－オクチン－３
，６－ジオール、または３，５－ジメチル－１－ヘキシン－３オール、２，４－ジメチル
－５－ヘキシン－３－オールなどが挙げられる。また、アセチレングリコール系界面活性
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剤は市販品も利用することができ、例えば、オルフィンＥ１０１０、ＳＴＧ、Ｙ（商品名
、日信化学社製）、サーフィノール６１、１０４，８２，４６５，４８５、あるいはＴＧ
（商品名、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｉｎｃ．製）が挙
げられる。
【００７２】
　１．４．水
　本実施形態に係るコート液は、水を含有する。水は、イオン交換水、限外濾過水、逆浸
透水、蒸留水等の純水または超純水を用いることが好ましい。特に、これらの水を、紫外
線照射または過酸化水素添加等により滅菌処理した水は、長期間に亘ってカビやバクテリ
アの発生が防止されるので好ましい。
【００７３】
　１．５．その他の成分
　本実施形態に係るコート液は、上記以外の成分を含んでいてもよい。以下、本実施形態
に係るコート液に添加可能な成分について説明する。
【００７４】
　１．５．１．カルボキシル基含有樹脂
　本実施形態に係るコート液は、カルボキシル基含有樹脂を含有してもよい。カルボキシ
ル基含有樹脂とは、構造骨格中にカルボキシル基を有する化合物のことをいう。
【００７５】
　カルボキシル基含有樹脂は、上記のオキサゾリン基含有樹脂中のオキサゾリン基と架橋
反応（アミドエステル結合の形成）することができる。これにより、コート層の耐水性を
著しく向上できる。
【００７６】
　本実施形態に係るコート液において、オキサゾリン基含有樹脂の全質量中におけるオキ
サゾリン基のモル数（ＭＡ）と、カルボシキル基含有樹脂の全質量中におけるカルボシキ
ル基のモル数（ＭＢ）と、の比（ＭＡ／ＭＢ）は、１０以上４０以下であることが好まし
く、１５以上３０以下であることがより好ましい。上記比（ＭＡ／ＭＢ）が上記範囲内に
あると、コート層の耐水性がより一層向上する場合がある。
【００７７】
　他方、コート層及び後述のカラー画像を含めた耐水性の観点からは、上記比（ＭＡ／Ｍ
Ｂ）は、１５以上４０以下であることが好ましい。特に、後述のカラーインク組成物にカ
ルボキシル基を有する成分が含まれている場合、上記比（ＭＡ／ＭＢ）が上記範囲内にあ
ると、コート層に含まれるオキサゾリン基と十分に反応できるために、得られるカラー画
像の耐水性がより一層向上する場合がある。
【００７８】
　ここで、コート液に添加されるオキサゾリン基含有樹脂の全質量中におけるオキサゾリ
ン基のモル数（ＭＡ）は、下記式（３）により算出できる。
【００７９】
　ＭＡ＝［オキサゾリン基含有樹脂１ｇ（固形分換算）あたりのオキサゾリン基量（ｍｍ
ｏｌ／ｇ）］×［コート液中のオキサゾリン基含有樹脂の固形分換算量（ｇ）］　　　・
・・（３）
【００８０】
　また、コート液に添加されるカルボキシル基含有樹脂の全質量中におけるカルボキシル
基のモル数（ＭＢ）は、下記式（４）により算出できる。
【００８１】
　ＭＢ＝［｛カルボキシル基含有樹脂の酸価／ＫＯＨ中和酸価｝（ｍｍｏｌ／ｇ）］×［
コート液中のカルボキシル基含有樹脂の固形分換算量（ｇ）］　　　・・・（４）
　なお、式（４）中、ＫＯＨ中和酸価の値は、５６．１である。
【００８２】
　カルボキシル基含有樹脂としては、構造骨格中にカルボキシル基を有しているのであれ
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ば特に限定されないが、例えば、後述する分散剤で例示するウレタン樹脂およびフルオレ
ン骨格含有樹脂のうちカルボキシル基を有する化合物が挙げられる。これらの中でも、カ
ルボキシル基を有するフルオレン骨格含有樹脂は、コート液中における炭素数７以上のア
ルカンジオールの分離を抑制できる観点から好ましく用いることができる。
【００８３】
　カルボキシル基含有樹脂中におけるカルボキシル基は、コート液の保存安定性の観点か
ら、中和されていてもよい。カルボキシル基の中和は、中和剤（例えば、有機アミン類）
等を用いて行うことができる。中和剤として用いられる有機アミン類は、炭素数３以上の
第三級モノアミンであることが好ましく、炭素数３～１２の第三級モノアミンであること
がより好ましい。有機アミン類としては、具体的には、トリメチルアミン、トリエチルア
ミン、トリエタノールアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノ
ールアミン等の脂肪族第３級アミンが挙げられる。
【００８４】
　１．５．２．（ポリ）オキシアルキレングリコール
　本実施形態に係るコート液は、（ポリ）オキシアルキレングリコールを含んでいてもよ
い。
【００８５】
　（ポリ）オキシアルキレングリコールは、好ましくは、エチレンオキサイドおよび／ま
たはプロピレンオキサイドの付加重合によって得ることができる。本発明の好ましい態様
によれば、より好ましくは、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、およびトリプロピレング
リコールからなる群から選択される１種または２種以上であり、さらに好ましくは、トリ
エチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、およびトリプロ
ピレングリコールからなる群から選択される１種または２種以上である。本発明の好まし
い態様によれば、前記（ポリ）オキシアルキレングリコールは、より好ましくは、（ポリ
）プロピレングリコールである。その（ポリ）プロピレングリコールは、特に限定されな
いが、吸湿性が低い観点から、トリプロピレングリコール（ＣＡＳ　Ｎｏ．２４８００－
４４－０）であることがより好ましい。
【００８６】
　（ポリ）オキシアルキレングリコールは、コート液の凝集むらおよび筋むらを効率良く
抑制出来る限りにおいて、適宜決定されてよいが、コート液全質量に対し、２．０～１８
．０質量％含有されていることが好ましく、より好ましくは２．０～６．０質量％である
。（ポリ）オキシアルキレングリコールの量を上記範囲とすることで、とりわけ下限を下
回らずにあることで、炭素数７以上のアルカンジオールを液滴の乾燥時に分離させずに、
混和状態に保持できるので好ましい。また、（ポリ）オキシアルキレングリコールの量を
上記範囲とすることで、とりわけ上限を超えずにあることで、コート液の初期粘度が高く
なりすぎず、通常のコート液の保存状態において、油層の分離を有効に防止でき、コート
液の保存性の観点から好ましく、不相溶状態を防ぐので、光沢の観点で好ましい。
【００８７】
　また、（ポリ）オキシアルキレングリコールは、高温低湿放置下においても乾燥しにく
いため、５０℃における相対湿度１５％ＲＨの開放環境下でのノズルの目詰まり回復性を
改善することができるとの利点も有する。
【００８８】
　１．５．３．グリコールエーテル類
　本実施形態に係るコート液は、グリコールエーテル類を含んでいてもよい。グリコール
エーテル類は、コート液中での炭素数７以上のアルカンジオールの分離を抑制できる観点
から好ましく用いることができる。
【００８９】
　グリコールエーテル類の具体例としては、エチレングリコールモノメチルエーテル、エ
チレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエー
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テル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ
－ブチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｔｅｒｔ－ブチルエーテル、エチレングリ
コールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ
－ｎ－ブチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｔｅｒｔ－ブチルエーテル、トリエ
チレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテ
ル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテ
ル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｉ
ｓｏ－プロピルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、プロピレン
グリコールモノ－ｔｅｒｔ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテ
ル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノプロピル
エーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコー
ル－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジ
プロピレングリコールモノ－ｔｅｒｔ－ブチルエーテル、３－メチル－３－メトキシ－１
－ブタノール、３－メトキシ－１－ブタノールなどが挙げられ、これらの一種または二種
以上の混合物として用いることができる。
【００９０】
　上記グリコールエーテル類の中でも、多価アルコールのアルキルエーテルが好ましく、
特にエチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエー
テル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエー
テル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノブチ
ルエーテル、ジプロピレングリコールモノプロピルエーテル、トリエチレングリコールモ
ノメチルエーテル、トリエチレングリコールモノエチルエーテルまたはトリエチレングリ
コールモノ－ｎ－ブチルエーテルが好ましい。
【００９１】
　より好ましくは、トリエチレングリコールモノメチルエーテルおよび３－メトキシ－１
－ブタノールである。
【００９２】
　グリコールエーテル類の添加量は適宜決定されてよいが、０．１～１２質量％程度が好
ましく、より好ましくは１～６質量％程度である。
【００９３】
　１．５．４．結晶性糖質
　本実施形態に係るコート液は、２０℃において固体である結晶性糖質を含んでいてもよ
い。本発明に好適に使用できる糖質は吸湿性が低く、具体的には２０℃、６０ＲＨ％の環
境において、安定に粉末状態で存在できる低吸湿性の糖質である。一般に、吸湿性が低い
糖質は結晶性が高くなることが知られていることから、本発明における結晶性糖質とは、
前述の物性を備える糖質を意味する。よって、前述の低吸湿性を備える糖質であればよく
、結晶化度が常に１００％の糖質を意味する訳ではない。
【００９４】
　前記結晶性糖質は、本発明の効果を奏する限り特に限定されないが、マルチトール、ソ
ルビトール、キシリトール、エリスリトール、トレハロース、イソトレハロース、ネオト
レハロース、およびスクロースからなる群から選択される１種または２種以上が好ましく
、トレハロース、イソトレハロース、ネオトレハロース、およびスクロースからなる群か
ら選択される１種または２種以上がより好ましい。また、マルトース、マルチトール、ソ
ルビトール、キシリトール、エリスリトール、トレハロース、イソトレハロース、ネオト
レハロース、およびスクロースからなる群から選択される１種または２種以上の単糖類お
よび二糖類と、これらの糖同士および、他の糖類とが結合した三糖類以上であってもよい
。
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【００９５】
　トレハロースは、グルコースの１位同士がグルコシド結合をした非還元性の二糖類であ
る。非還元糖であるため、メイラード反応による褐色変化が起きないことから、インクの
保存安定性の観点から好ましい。また、水への溶解度および保水力が高く、吸湿性が極め
て低い特性を有する。具体的には、高純度のトレハロース無水物は、水への溶解度（６９
ｇ／１００ｇ（２０℃））が非常に高いが、９５ＲＨ％以下では吸湿性を示さない。した
がって、トレハロースが水に接触した場合は、水を吸収しゲルとなるが、通常の環境（２
０℃、４５ＲＨ％程度）では吸湿性を示さないために安定に存在することができる。また
、アミノ基含有樹脂と反応しない観点から好ましい。
【００９６】
　また、イソトレハロース、ネオトレハロース、およびスクロースは、グルコシド結合を
した非還元性の二糖類である。非還元糖であるため、メイラード反応による褐色変化が起
きないことから、コート液の保存安定性の観点から好ましい。
【００９７】
　本発明の好ましい態様によれば、前記結晶性糖質は、上記の効果を奏する限りにおいて
、適宜決定されてよいが、コート液全質量に対して、６．０～３６．０質量％含有されて
いることが好ましく、より好ましくは６．０～１８．０質量％である。
【００９８】
　１．５．５．水溶性のアルカンジオール
　本実施形態に係るコート液は、水溶性のアルカンジオールを含んでいてもよい。なお、
本明細書において水溶性とは、２０℃での、水への溶解度（水１００ｇに対する溶質の量
）が、１０．０ｇ以上であることを意味し、難水溶性とは、水への溶解度（水１００ｇに
対する溶質の量）が、１．０ｇ未満であることを意味する。
【００９９】
　水溶性のアルカンジオールは、両末端または片末端アルカンジオールである。水溶性の
アルカンジオールは、炭素数３～６のアルカンジオールであることが好ましい。水溶性の
アルカンジオールは、好ましくは、１，２－ヘキサンジオール、１，６－ヘキサンジオー
ル等の水溶性のヘキサンジオールや、２－メチル－１，３－プロパンジオール、３－メチ
ル－１，５－ペンタンジオールが挙げられ、その中でも１，２－ヘキサンジオールまたは
３－メチル－１，５－ペンタンジオールが好ましい。また、高周波数での吐出安定性が優
れる観点から、１，６－ヘキサンジオールであってもよい。ここで、両末端アルカンジオ
ールとは、アルキル鎖の主鎖の両方の末端に水酸基を有するアルカンジオールを意味し、
片末端アルカンジオールとは、アルキル鎖の主鎖の片方の末端に水酸基を有するアルカン
ジオールを意味する。したがって、例えば、１，６－ヘキサンジオールおよび３－メチル
－１，５－ペンタンジオールは両末端アルカンジオールであり、１，２－ヘキサンジオー
ルは片末端アルカンジオールである。
【０１００】
　さらに、本発明の好ましい態様によれば、前記炭素数７以上のアルカンジオールと、水
溶性のアルカンジオールとの含有量比が、それぞれ１：１～１０：１であることが好まし
く、より好ましくはそれぞれ２：１～４：１である。この範囲にあることで、着滴時間間
隔が短い場合の凝集むらの発生を抑制できる場合がある。
【０１０１】
　また、本発明の好ましい態様によれば、水溶性のアルカンジオールの添加量は、凝集む
らと、筋むらとを効率良く抑制出来る限りにおいて、適宜決定されてよいが、コート液全
体に対し、０．１～４．０質量％が好ましく、より好ましくは０．５～３．０質量％であ
り、さらに好ましくは０．５～１．０質量％である。水溶性のアルカンジオールの量が上
記範囲にあることで、とりわけ下限を下回らずにあることで、筋むらの発生を十分に抑制
できる。また、水溶性のアルカンジオールの量が上記範囲にあることで、とりわけ上限を
超えずにあることでコート液の初期粘度が高くなりすぎず、通常のコート液の保存状態に
おいて、油層の分離を有効に防止でき、コート液の保存性の観点から好ましい。また、水
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溶性のアルカンジオールの好ましい態様である１，２－ヘキサンジオールを、組成物全体
に対し、０．１～４．０質量％含むことにより、さらに筋むらや凝集むらのない高品質な
画像が実現でき、また顔料種や樹脂量により吐出性能が異なる場合の調整剤として効果的
である。
【０１０２】
　１．５．６．その他の成分
　また、本実施形態に係るコート液は、記録媒体溶解剤を含んでもよい。記録媒体溶解剤
としては、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、ピロリドンカルボン酸、およ
びそれらのアルカリ金属塩などの、ピロリドン類を好適に使用できる。また、ジエチレン
グリコールジエチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロピレン
グリコールジエチルエーテルなどのグライム類や、γ-ブチロラクトンなどのラクトン類
も好適に使用できる。上記記録媒体溶解剤の添加量は適宜決定されてよいが、０．１～３
０質量％程度が好ましく、より好ましくは１～２０質量％程度である。
【０１０３】
　また、本実施形態に係るコート液は、グリセリンやその誘導体、例えば、３－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）－１，２－プロパンジオール（ＣＡＳ１４６４１－２４－８）、３－
（２－ヒドロキシプロポキシ）－１，２－プロパンジオール等の湿潤剤を含んでいてもよ
い。グリセリンやその誘導体は、ノズル孔等において、コート液が乾燥して固化するのを
防ぐ機能を有するものであるため、目詰まり回復性を向上させる観点で好ましい。本実施
形態においては、これら湿潤剤を０．１質量％以上８質量％以下含ませることもできる。
【０１０４】
　本実施形態に係るコート液は、さらにノズルの目詰まり防止剤、防腐剤・防かび剤、酸
化防止剤、導電率調整剤、ｐＨ調整剤、粘度調整剤、表面張力調整剤、酸素吸収剤などを
含有することができる。
【０１０５】
　防腐剤・防かび剤の例としては、安息香酸ナトリウム、ペンタクロロフェノールナトリ
ウム、２－ピリジンチオール－１－オキサイドナトリウム、ソルビン酸ナトリウム、デヒ
ドロ酢酸ナトリウム、１,２－ジベンジンチアゾリン－３－オン（ＩＣＩ社のプロキセル
ＣＲＬ、プロキセルＢＮＤ、プロキセルＧＸＬ、プロキセルＸＬ－２、プロキセルＴＮ）
等を挙げることができる。
【０１０６】
　さらに、ｐＨ調整剤、溶解助剤、または酸化防止剤の例として、ジエタノールアミン、
トリエタノールアミン、プロパノールアミン、モルホリンなどのアミン類およびそれらの
変成物、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化リチウムなどの無機塩類、水酸化ア
ンモニウム、四級アンモニウム水酸化物（テトラメチルアンモニウムなど）、炭酸カリウ
ム、炭酸ナトリウム、炭酸リチウムなどの炭酸塩類その他燐酸塩など、あるいはＮ－メチ
ル－２－ピロリドン、尿素、チオ尿素、テトラメチル尿素などの尿素類、アロハネート、
メチルアロハネートなどのアロハネート類、ビウレット、ジメチルビウレット、テトラメ
チルビウレットなどのビウレット類など、Ｌ－アスコルビン酸およびその塩を挙げること
ができる。
【０１０７】
　また、本実施形態に係るコート液は、酸化防止剤および紫外線吸収剤を含んでいてもよ
く、その例としては、チバ・スペシャリティーケミカルズ社のＴｉｎｕｖｉｎ ３２８、
９００、１１３０、３８４、２９２、１２３、１４４、６２２、７７０、２９２、Ｉｒｇ
ａｃｏｒ ２５２ １５３、Ｉｒｇａｎｏｘ １０１０、１０７６、１０３５、ＭＤ１０２
４、ランタニドの酸化物等を挙げることができる。
【０１０８】
　また、本実施形態に係るコート液は、有機チタニウム、有機ジルコニウム等の架橋触媒
を含んでいてもよい。
【０１０９】
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　１．６．コート液の物性
　本実施形態に係るコート液の２０℃における粘度は、３ｍＰａ・ｓ以上１０ｍＰａ・ｓ
以下であることが好ましく、３ｍＰａ・ｓ以上６ｍＰａ・ｓ以下であることがより好まし
い。コート液は、２０℃における粘度が上記範囲内にあると、ノズルから適量吐出され、
飛行曲がりを起こすことや飛散することを一層低減できるので、インクジェット記録装置
に好適に使用することができる。コート液の粘度は、振動式粘度計ＶＭ－１００ＡＬ（山
一電機株式会社製）を用いて、コート液の温度を２０℃に保持することで測定できる。
【０１１０】
　また、本実施形態に係るコート液の２０℃における表面張力は、２６ｍＮ／ｍ以下であ
ることが好ましく、２１ｍＮ／ｍ以上２６ｍＮ／ｍ以下であることがより好ましい。コー
ト液の２０℃における表面張力が上記範囲内にあると、記録媒体に付着したコート液の液
滴が定着性に優れたものとなるため、凝集むら、筋むら等を効果的に抑制することができ
る。
【０１１１】
　１．７．コート液の製造方法
　本実施形態に係るコート液は、上記の各成分を適当な方法で分散・混合することよって
製造することができる。上記の各成分を十分に攪拌した後、目詰まりの原因となる粗大粒
子および異物を除去するためにろ過を行って目的のコート液を得ることができる。前記ろ
過は、ろ材として、好ましくは、グラスファイバーフィルターを用いて行ってもよい。前
記グラスファイバーは、樹脂含浸グラスファイバーであることが、静電吸着機能の観点か
ら好ましい。また、グラスファイバーフィルターの孔径は、１～４０ミクロンが好ましく
、さらに好ましくは１～１０ミクロンであることが、生産性と帯電遊離樹脂等の吸着除去
の観点から好ましい。帯電遊離樹脂等の吸着除去を十分に行うことにより、吐出安定性を
向上させることができる。上記のフィルターとして、例えば、日本ポール社製のウルチポ
アＧＦプラスを挙げることができる。
【０１１２】
　２．インクセット
　本発明の一実施形態に係るインクセットは、上記のインクジェット用コート液と、少な
くとも着色剤および水を含有するカラーインク組成物と、を含む。カラーインク組成物と
しては、例えば、イエローインク組成物、マゼンタインク組成物、シアンインク組成物、
ブラックインク組成物、および白色インク組成物等が挙げられる。
【０１１３】
　２．１．カラーインク組成物
　以下、本実施形態に係るカラーインク組成物に含まれる各成分について説明する。なお
、カラーインク組成物は、コート液に含まれる成分として例示した成分を含有してもよく
、コート液で説明した成分については、その説明を省略する。
【０１１４】
　２．１．１．カルボキシル基を有する成分
　本発明におけるカラーインク組成物は、カルボキシル基を有する成分を含んでいても良
い。カラーインク組成物にカルボキシル基を有する成分が含まれていると、コート層に含
まれるオキサゾリン基と、インクに含まれるカルボキシル基が反応して架橋構造（アミド
エステル結合）を形成しやすくなる。これにより、コート層上に形成されたカラー画像の
耐水性が良好になる。
【０１１５】
　カルボキシル基を有する成分は、特に限定されないが、後述する着色剤または樹脂分散
剤として含むのが好ましく、コート層上に形成されたカラー画像の耐水性がより一層良好
になる。
【０１１６】
　２．１．２．着色剤
　上記のコート液と共に用いられるカラーインク組成物としては、染料および顔料のいず
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れの着色剤も使用することができるが、耐光性や耐水性の観点から顔料を好適に使用でき
る。また、着色剤は、前記顔料およびその顔料をインク中に分散させることが可能な下記
分散剤を含んでなることが好ましく、アニオン性とした分散液に含まれることが好ましい
。
【０１１７】
　顔料としては、無機顔料および有機顔料を使用することができ、それぞれ単独または複
数種を混合して用いることができる。有機顔料としては、アゾ顔料（アゾレーキ、不溶性
アゾ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔料等を含む）、多環式顔料（例えば、フタロシ
アニン顔料、ペリレン顔料、ペリノン顔料、アントラキノン顔料、キナクリドン顔料、ジ
オキサジン顔料、チオインジゴ顔料、イソインドリノン顔料、キノフラロン顔料等）、染
料キレート（例えば、塩基性染料型キレート、酸性染料型キレート等）、ニトロ顔料、ニ
トロソ顔料、アニリンブラック、その他に、コンタクト法、ファーネス法、サーマル法等
の公知の方法によって製造されたカーボンブラック等が使用できる。
【０１１８】
　顔料の具体例は、得ようとするカラーインク組成物の種類（色）に応じて適宜挙げられ
る。例えば、イエローインク組成物用の顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１，
２，３，１２，１４，１６，１７，７３，７４，７５，８３，９３，９５，９７，９８，
１０９，１１０，１１４，１２８，１２９，１３８，１３９，１４７，１５０，１５１，
１５４，１５５，１８０，１８５等が挙げられ、これらの１種または２種以上が用いられ
る。これらのうち、特にＣ．Ｉ．ピグメントイエロー７４，１１０，１２８、１２９およ
び１８０からなる群から選ばれる１種または２種以上を用いることが好ましい。また、マ
ゼンタインク組成物用の顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５，７，１２
，４８（Ｃａ），４８（Ｍｎ），５７（Ｃａ），５７：１，１１２，１２２，１２３，１
６８，１８４，２０２，２０９；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９等が挙げられ、こ
れらの１種または２種以上が用いられる。これらのうち、特にＣ．Ｉ．ピグメントレッド
１２２，２０２，２０９、およびＣ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９からなる群から選
ばれる一種または二種以上を用いることが好ましく、これらの固溶体であってもよい。ま
た、シアンインク組成物用の顔料としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１，２，
３，１５：２，１５：３，１５：４，１５：３４，１６，２２，６０；Ｃ．Ｉ．バットブ
ルー４，６０等が挙げられ、これらの１種または２種以上が用いられる。これらのうち、
特にＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３および／または１５：４を用いることが好ましく
、とりわけ、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３を用いることが好ましい。
【０１１９】
　また、ブラックインク組成物用の顔料としては、例えば、ランプブラック（Ｃ．Ｉ．ピ
グメントブラック６）、アセチレンブラック、ファーネスブラック（Ｃ．Ｉ．ピグメント
ブラック７）、チャンネルブラック（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７）、カーボンブラッ
ク（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７）等の炭素類、酸化鉄顔料等の無機顔料、アニリンブ
ラック（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１）等の有機顔料等が挙げられるが、本発明におい
ては、カーボンブラックが好ましく用いられる。カーボンブラックとして、具体的には、
#2650、#2600、#2300、#2200、#1000、#980、#970、#966、#960、#950、#900、#850、MCF
-88、#55、#52、#47、#45、#45L、#44、#33、#32、#30、（以上、三菱化学（株）製）、S
pecialBlaek4A、550、Printex95、90、85、80、75、45、40（以上、デグッサ社製）、Reg
al660、RmogulL、monarch1400、1300、1100、800、900（以上、キャボット社製）、Raven
7000、5750、5250、3500、3500、2500ULTRA、2000、1500、1255、1200、1190ULTRA、1170
、1100ULTRA、Raven5000UIII（以上、コロンビアン社製）等が挙げられる。
【０１２０】
　また、白色インク組成物用の白色顔料としては、例えば金属酸化物、硫酸バリウム、炭
酸カルシウム等が挙げられる。金属酸化物としては、例えば二酸化チタン、酸化亜鉛、シ
リカ、アルミナ、酸化マグネシウム等が挙げられる。また、白色顔料には、中空構造を有
する粒子を含み、中空構造を有する粒子としては、特に限定されるものではなく、公知の
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ものを用いることができる。中空構造を有する粒子としては、例えば、米国特許第４，８
８０，４６５号などの明細書に記載されている粒子を好ましく用いることができる。
【０１２１】
　白色顔料の体積基準の５０％累積粒子径（以下、「平均粒子径」という。）は、好まし
くは３０ｎｍ以上６００ｎｍ以下であり、より好ましくは２００ｎｍ以上４００ｎｍ以下
である。白色顔料の平均粒子径は、レーザー回折散乱法を測定原理とする粒度分布測定装
置により測定することができる。粒度分布測定装置としては、例えば、動的光散乱法を測
定原理とする粒度分布計（例えば、「マイクロトラックＵＰＡ」日機装株式会社製）が挙
げられる。
【０１２２】
　カラーインク組成物中に含まれる顔料の濃度は、インク組成物を調製した際に適宜な顔
料濃度（含有量）に調整すればよいため特に限定されず、例えば顔料の固形分濃度を１．
０～３０．０質量％とすることができる。
【０１２３】
　２．１．３．樹脂分散剤
　カラーインク組成物は、構成モノマーとして疎水性モノマー及び親水性モノマーを含む
共重合樹脂、オキシエチルアクリレート系樹脂、ウレタン系樹脂、およびフルオレン骨格
含有樹脂からなる群から選択される少なくとも一種の樹脂を含んでなることが好ましく、
より好ましくは、オキシエチルアクリレート系樹脂およびフルオレン骨格含有樹脂からな
る群から選択される少なくとも一種の樹脂を含んでなる。これら樹脂分散剤は、顔料に吸
着して分散性を向上させる。
【０１２４】
　また、前記樹脂分散剤がカルボキシル基を有する場合、上述のコート層に存在するオキ
サゾリン基と架橋反応（アミドエステル結合の形成）しやすい。そのため、前記樹脂分散
剤がカルボキシル基を有すると、カラーインク組成物により形成される画像の耐水性が著
しく向上する場合がある。
【０１２５】
　前記共重合体樹脂における疎水性モノマーの具体例としては、例えば、メチルアクリレ
ート、メチルメタクリレート、エチルアクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－プロピ
ルアクリレート、ｎ－プロピルメタクリレート、ｉｓｏ－プロピルアクリレート、ｉｓｏ
－プロピルメタクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｓｅ
ｃ－ブチルアクリレート、ｓｅｃ－ブチルメタクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレー
ト、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート、ｎ－ヘキシルメタク
リレート、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、ｉｓｏ－オクチル
アクリレート、ｉｓｏ－オクチルメタクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、２
－エチルヘキシルメタクリレート、デシルアクリレート、デシルメタクリレート、ラウリ
ルアクリレート、ラウリルメタクリレート、ステアリルアクリレート、ステアリルメタク
リレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、
２－ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、２－ジ
メチルアミノエチルアクリレート、２－ジメチルアミノエチルメタクリレート、２－ジエ
チルアミノエチルアクリレート、２－ジエチルアミノエチルメタクリレート、グリシジル
アクリレート、グリシジルメタクリレート、アリルアクリレート、アリルメタクリレート
、シクロヘキシルアクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、フェニルアクリレート
、フエニルメタクリレート、ノニルフェニルアクリレート、ノニルフェニルメタクリレー
ト、ベンジルアクリレート、ベンジルメタクリレート、ジシクロペンテニルアクリレート
、ジシクロペンテニルメタクリレート、ボルニルアクリレート、ボルニルメタクリレート
、１，３－ブタンジオールジアクリレート、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、
１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジメタクリレート、エ
チレングリコールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレング
リコールジアクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、トリエチレングリコ
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ールジアクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコ
ールジアクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコ
ールジアクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコー
ルジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオー
ルジメタクリレート、ジプロピレングリコールジアクリレート、ジプロピレングリコール
ジメタクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパン
トリメタクリレート、グリセロールアクリレート、グリセロールメタクリレート、スチレ
ン、メチルスチレン、ビニルトルエン、ヒドロキシエチル化オルトフェニルフェノールア
クリレートなどを挙げることができる。これらは、単独でまたは二種以上を混合して用い
てもよい。
【０１２６】
　親水性モノマーの具体例としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、
イタコン酸などを挙げることができる。
【０１２７】
　前記疎水性モノマーと親水性モノマーとの共重合樹脂は、カラー画像の光沢性、ブロン
ズ防止、およびインク組成物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー
画像を形成できる観点からは、スチレン－（メタ）アクリル酸共重合樹脂、スチレン－メ
チルスチレン－（メタ）アクリル酸共重合樹脂、またはスチレン－マレイン酸共重合樹脂
、（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合樹脂、またはスチレン－（メ
タ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合樹脂、ヒドロキシエチル化オルトフ
ェニルフェノールアクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合樹脂の少なくともいず
れかであることが好ましい。
【０１２８】
　前記共重合樹脂は、スチレンと、アクリル酸またはアクリル酸のエステルとを反応して
得られる重合体を含む樹脂（スチレン－アクリル酸樹脂）であってもよい。あるいは、前
記共重合樹脂は、アクリル酸系水溶性樹脂であってもよい。またはこれらのナトリウム、
カリウム、アンモニウム、トリエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン、トリエ
チルアミン、ジエタノールアミン等の塩であってもよい。
【０１２９】
　前記共重合樹脂の酸価は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の
保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは、
好ましくは５０～３２０であり、一層好ましくは１００～２５０である。
【０１３０】
　前記共重合樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、お
よびインク組成物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成
できる観点からは、好ましくは２，０００～３万であり、より好ましくは２，０００～２
万である。
【０１３１】
　前記共重合樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ；ＪＩＳＫ６９００に従い測定）は、カラー画
像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の保存安定性を両立するとともに一層光
沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは、好ましくは３０℃以上であり、一層好
ましくは５０～１３０℃である。
【０１３２】
　前記共重合樹脂は、顔料分散液中において顔料に吸着している場合と、遊離している場
合とがあり、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の保存安定性を両
立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは、前記共重合樹脂
の最大粒径は０．３μｍ以下であることが好ましく、平均粒径は０．２μｍ以下（さらに
好ましくは０．１μｍ以下）であることが一層好ましい。なお、平均粒径とは、顔料が実
際に分散液中で形成している粒子としての分散径（累積５０％径）の平均値であり、例え
ば、マイクロトラックＵＰＡ（ＭｉｃｒｏｔｒａｃＩｎｃ．社）を使用して測定すること



(21) JP 2016-153233 A 2016.8.25

10

20

30

40

50

ができる。
【０１３３】
　前記共重合樹脂の含有量は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物
の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは
、前記顔料１００質量部に対して、好ましくは２０～５０質量部であり、一層好ましくは
２０～４０質量部である。
【０１３４】
　本発明においては、樹脂分散剤として、オキシエチルアクリレート系樹脂を使用するこ
ともできる。使用することにより、インクの初期粘度の低減、高温時の保存安定性、目詰
まり回復性に優れるので、より好ましい。
【０１３５】
　上記オキシエチルアクリレート系樹脂は、オキシエチルアクリレート骨格を有する樹脂
であれば特に限定されないが、好ましくは下記一般式（５）で表される化合物である。下
記一般式（５）で表される化合物は、例えば、モノマーモル比として、ＣＡＳ　Ｎｏ．７
２００９－８６－０のオルト-ヒドロキシエチル化フェニルフェノールアクリレートを４
５～５５％と、ＣＡＳ　Ｎｏ．７９－１０－７のアクリル酸を２０～３０％と、ＣＡＳ　
Ｎｏ．７９－４１－４のメタクリル酸を２０～３０％と含む樹脂が挙げられる。これらは
、単独でもまたは二種以上を混合して用いてもよい。また、上記モノマー構成比は、特に
限定されないが、好ましくはＣＡＳ　Ｎｏ．７２００９－８６－０のオルト-ヒドロキシ
エチル化フェニルフェノールアクリレートが７０～８５質量％、ＣＡＳ　Ｎｏ．７９－１
０－７のアクリル酸が５～１５質量％、ＣＡＳ　Ｎｏ．７９－４１－４のメタクリル酸が
１０～２０質量％である。
【０１３６】
【化３】

　（上記式（５）中、Ｒ１および/またはＲ３は水素原子またはメチル基であって、Ｒ２
はアルキル基またはアリール基である。ｎは１以上の整数である。）
【０１３７】
　上記式（５）で表される化合物は、好ましくはノニルフェノキシポリエチレングリコー
ルアクリレートまたはポリプロピレングリコール#700アクリレート等が挙げられる。
【０１３８】
　前記オキシエチルアクリレート系樹脂の含有量は、インク組成物の初期粘度およびイン
ク組成物の保存安定性を両立するとともに、凝集斑を抑制し、埋まり性に優れたカラー画
像を形成できる観点からは、前記顔料１００質量部に対して、好ましくは１０～４０質量
部であり、一層好ましくは１５～２５質量部である。
【０１３９】
　前記オキシエチルアクリレート系樹脂に占めるアクリル酸とメタクリル酸の群から選ば
れる水酸基を有するモノマー由来の樹脂構成比の合計は、インク組成物の初期粘度および
インク組成物の保存安定性を両立するとともに、目詰まり回復性の観点からは、好ましく
は３０～７０％であり、一層好ましくは４０～６０％である。
【０１４０】
　前記オキシエチルアクリレート系樹脂の架橋前の数平均分子量（Ｍｎ）は、インク組成
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物の初期粘度およびインク組成物の保存安定性を両立する観点からは、好ましくは４００
０～９０００であり、より好ましくは５０００～８０００である。Ｍｎは、例えば、ＧＰ
Ｃ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）で測定する。
【０１４１】
　前記オキシエチルアクリレート系樹脂は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、および
インク組成物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成でき
る観点からは、前記共重合樹脂の最大粒径は０．３μｍ以下であることが好ましく、平均
粒径は０．２μｍ以下（さらに好ましくは０．１μｍ以下）であることが一層好ましい。
なお、平均粒径とは、顔料が実際に分散液中で形成している粒子としての分散径（累積５
０％径）の平均値であり、例えば、マイクロトラックＵＰＡ（ＭｉｃｒｏｔｒａｃＩｎｃ
．社）を使用して測定することができる。
【０１４２】
　前記オキシエチルアクリレート系樹脂の含有量は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止
、およびインク組成物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を
形成できる観点からは、前記顔料１００質量部に対して、好ましくは２０～５０質量部で
あり、一層好ましくは２０～４０質量部である。
【０１４３】
　また、カラーインク組成物は、樹脂分散剤として、ウレタン系樹脂を用いることにより
、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の保存安定性を両立するとと
もに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる。ウレタン系樹脂とは、ジイソシアネー
ト化合物と、ジオール化合物とを反応して得られる重合体を含む樹脂であるが、本発明に
おいては、さらに、好ましくはカルボキシル基である酸性基を有する樹脂であることが好
ましい。
【０１４４】
　ジイソシアネート化合物としては、例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，２
，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート等の芳香脂肪族ジイソシアネート化合
物、トルイレンジイソシアネート、フェニルメタンジイソシアネート等の芳香族ジイソシ
アネート化合物、これらの変性物が挙げられる。
【０１４５】
　ジオール化合物としては、例えば、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコー
ル等のポリエーテル系、ポリエチレンアジベート、ポリブチレンアジベート等のポリエス
テル系、ポリカーボネート系が挙げられる。
【０１４６】
　前記ウレタン系樹脂の酸価は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成
物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点から
は、好ましくは１０～３００であり、一層好ましくは２０～１００である。なお、酸価は
、樹脂１ｇを中和させるのに必要なＫＯＨのｍｇ量である。
【０１４７】
　前記ウレタン樹脂の架橋前の重量平均分子量（Ｍｗ）は、カラー画像の光沢性、ブロン
ズ防止、およびインク組成物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー
画像を形成できる観点からは、好ましくは１００～２０万であり、より好ましくは１００
０～５万である。Ｍｗは、例えば、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）
で測定する。
【０１４８】
　前記ウレタン樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ；ＪＩＳＫ６９００に従い測定）は、カラー
画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の保存安定性を両立するとともに一層
光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは、好ましくは－５０～２００℃であり
、一層好ましくは－５０～１００℃である。
【０１４９】
　前記ウレタン系樹脂は、カルボキシル基を有することが好ましい。カルボキシル基は、
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上述のコート層に存在するオキサゾリン基と架橋反応（アミドエステル結合の形成）しや
すい。そのため、ウレタン樹脂がカルボキシル基を有すると、カラーインク組成物により
形成される画像の耐水性が著しく向上する場合がある。
【０１５０】
　前記ウレタン系樹脂の含有量は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組
成物の保存安定性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点か
らは、前記顔料１００質量部に対して、好ましくは２０～５０質量部であり、一層好まし
くは２０～４０質量部である。
【０１５１】
　さらに、本発明においては、樹脂分散剤として、フルオレン骨格含有樹脂を使用するこ
ともできる。使用することにより、インクの初期粘度の低減、高温時の保存安定性に優れ
るので、より好ましい。
【０１５２】
　また、前記フルオレン骨格含有樹脂は、フルオレン骨格を含有する第１のジオールと、
親水性基を有する第２のジオールとを含むポリオール成分と、ポリイソシアネート化合物
を含むポリイソシアネート成分との反応により得ることができる。
【０１５３】
　フルオレン骨格含有樹脂は、上記ウレタン樹脂と同様の理由から、カルボキシル基を有
していることが好ましい。
【０１５４】
　フルオレン骨格を含有する第１のジオールとしては、より具体的には、例えば、９，９
－ビス（４－（ヒドロキシメトキシ）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（２－
ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（３－ヒドロキシプロ
ポキシ）フェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（４－ヒドロキシブトキシ）フェニ
ル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（
４－ヒドロキシトルイル）フルオレン、９，９－ビス（ヒドロキシアルキル）フルオレン
などが挙げられる。なお、前記第１のジオールとしては、市販品を用いてもよく、例えば
、ビスフェノキシエタノールフルオレン、ビスフェノールフルオレン、ビスクレゾールフ
ルオレン（以上、商品名；大阪ガス化学社製）等が挙げられる。
【０１５５】
　これらフルオレン骨格を含有する第１のジオールは、単独または２種以上を併用しても
よく、好ましくは、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオレ
ンが挙げられる。
【０１５６】
　また、フルオレン骨格を含有する第１のジオールは、フルオレン骨格含有樹脂に対して
、例えば、４０～６０質量％の割合で配合することができる。フルオレン骨格を含有する
第１のジオールの含有量が、上記の範囲であることで、定着性および透明性に優れる。
【０１５７】
　本発明において、第２のジオールは、親水性基を有することができる。親水性基として
は、例えば、ポリオキシエチレン基などのノニオン性基や、カルボキシル基、スルホニル
基、リン酸基およびスルホベタイン基などのイオン性基などが挙げられる。
【０１５８】
　より具体的には、カルボキシル基を有する第２のジオールとして、例えば、２，２－ジ
メチロール酢酸、２，２－ジメチロール乳酸、２，２－ジメチロールプロピオン酸（２，
２－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸）、２，２－ジメチロールブタン酸、２，２
－ジメチロール酪酸、２，２－ジメチロール吉草酸などのジヒドロキシルカルボン酸、例
えば、リジン、アルギニンなどのジアミノカルボン酸などが挙げられる。
【０１５９】
　また、スルホニル基を有する第２のジオールとして、例えば、Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒド
ロキシエチル）－２－アミノエタンスルホン酸、１，３－フェニレンジアミン－４，６－



(24) JP 2016-153233 A 2016.8.25

10

20

30

40

50

ジスルホン酸、ジアミノブタンスルホン酸、３，６－ジアミノ－２－トルエンスルホン酸
、２，４－ジアミノ－５－トルエンスルホン酸などが挙げられる。
【０１６０】
　また、リン酸基を有する第２のジオールとして、例えば、２，３－ジヒドロキシプロピ
ルフェニルホスフェートなどが挙げられる。
【０１６１】
　また、ベタイン構造含有基を有する第２のジオールとして、例えば、Ｎ－メチルジエタ
ノールアミンなどの３級アミンと１，３－プロパンスルトンとの反応によって得られるス
ルホベタイン基含有化合物などが挙げられる。
【０１６２】
　さらに、第２のジオールとして、第２のジオールに、エチレンオキサイドやプロピレン
オキサイドなどのアルキレンオキサイドが付加されているアルキレンオキサイド変性体を
挙げることもできる。
【０１６３】
　また、これら第２のジオールは、単独または２種以上を併用してもよく、好ましくは、
カルボキシル基を有する第２のジオールが挙げられ、例えば、２，２－ジメチロールプロ
ピオン酸が挙げられる。
【０１６４】
　また、親水性基を有する第１のジオールは、フルオレン骨格含有樹脂に対して、例えば
、５～１５質量％の割合で配合することができる。フルオレン骨格を含有する第１のジオ
ールの含有量が、上記の範囲であることで、定着性および透明性に優れる。
【０１６５】
　また、第２のジオールは、フルオレン骨格含有樹脂の酸価が、１０～１３０ＫＯＨｍｇ
／ｇ、好ましくは、２０～６０ＫＯＨｍｇ／ｇとなるように、配合することができる。フ
ルオレン骨格含有樹脂の酸価が上記の範囲にあることで、顔料の分散安定性に優れる。
【０１６６】
　また、フルオレン骨格含有樹脂は、必要により、ポリオール化合物を含ませることもで
きる。ポリオール化合物は、２つ以上の水酸基を有する化合物であって、低分子量ポリオ
ールおよび高分子量ポリオールが挙げられる。
【０１６７】
　ポリイソシアネート化合物は、２つ以上のイソシアネート基を有する化合物、好ましく
は、２つのイソシアネート基を有する化合物であって、例えば、脂肪族ポリイソシアネー
ト、脂環族ポリイソシアネート、芳香脂肪族ポリイソシアネート、芳香族ポリイソシアネ
ートなどが挙げられる。
【０１６８】
　脂肪族ポリイソシアネートとしては、例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート、テト
ラメチレンジイソシアネートなどが挙げられる。
【０１６９】
　脂環族ポリイソシアネートとしては、例えば、イソホロンジイソシアネート（３－イソ
シアナトメチル－３，５，５－トリメチルシクロヘキシルイソシアネート）、４，４′－
、２，４′－または２，２′－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネートもしくはその混
合物などが挙げられる。
【０１７０】
　芳香脂肪族ポリイソシアネートとしては、例えば、１，３－または１，４－キシリレン
ジイソシアネートもしくはその混合物、１，３－または１，４－ビス（１－イソシアナト
－１－メチルエチル）ベンゼンもしくはその混合物などが挙げられる。
【０１７１】
　芳香族ポリイソシアネートとしては、例えば、４，４′－、２，４′－または２，２′
－ジフェニルメタンジイソシアネートもしくはその混合物、２，４－または２，６－トリ
レンジイソシアネートもしくはその混合物、４，４′－トルイジンジイソシアネート、１
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，５－ナフタレンジイソシアネートなどが挙げられる。
【０１７２】
　また、ポリイソシアネート化合物としては、上記した各種ポリイソシアネート化合物の
多量体（例えば、二量体、三量体など）や、例えば、上記した各種ポリイソシアネート化
合物あるいはその多量体と、水との反応により生成するビウレット変性体、アルコールま
たは上記した低分子量ポリオールとの反応により生成するアロファネート変性体、炭酸ガ
スとの反応により生成するオキサジアジントリオン変性体、さらには、上記した低分子量
ポリオールとの反応により生成するポリオール変性体などが挙げられる。
【０１７３】
　これらポリイソシアネート化合物は、単独または２種以上を併用してもよく、好ましく
は、脂環族ポリイソシアネートが挙げられ、例えば、イソホロンジイソシアネートが挙げ
られる。
【０１７４】
　そして、ポリオール成分（すなわち、フルオレン骨格を含有する第１のジオールと、親
水性基を有する第２のジオールと、必要によりポリオール化合物）と、ポリイソシアネー
ト成分（すなわち、ポリイソシアネート化合物）とを反応させるには、公知の方法でよく
、例えば、ポリオール成分のヒドロキシ基に対するポリイソシアネート成分のイソシアネ
ート基の当量比（ＮＣＯ／ヒドロキシ基）が、例えば０．４～１．０となる割合で配合す
ることができ、好ましくは、０．８～０．９５となる割合である。したがって、フルオレ
ン骨格含有樹脂に対して、例えば、３０～４５質量％の割合で配合することができる。フ
ルオレン骨格を含有する第１のジオールの含有量が、上記の範囲であることで、定着性お
よび透明性に優れる。
【０１７５】
　この反応は、常圧下、また必要により窒素雰囲気下、その反応温度が、例えば、４０～
１００℃に設定され、その反応時間が、例えば、５～２４時間に設定される。また、この
反応では、必要により、反応溶媒や、反応触媒を使用することができる。
【０１７６】
　反応溶媒としては、イソシアネート基に対して不活性な低沸点溶媒である、例えば、エ
タノール、イソプロパノールなどのアルコール類、例えば、アセトン、メチルエチルケト
ンなどのケトン類、例えば、テトラヒドロフランなどのエーテル類、メチルセロソルブ、
エチルセロソルブなどのセロソルブ類、例えば、メチルカルビトール、エチルカルビトー
ルなどのカルビトール類、例えば、アセトニトリルなどのニトリル類などが挙げられる。
反応溶媒の使用量は、適宜決定される。
【０１７７】
　反応触媒としては、例えば、アミン系、スズ系、鉛系などの公知のウレタン化触媒が挙
げられる。反応溶媒の添加量は、適宜決定される。
【０１７８】
　この反応により、ポリオール成分とポリイソシアネート成分とが、ウレタン化反応して
、本発明のフルオレン骨格含有樹脂を得ることができる。
【０１７９】
　このようにして得られたフルオレン骨格含有樹脂は、その質量平均分子量が、ＧＰＣ測
定による標準ポリスチレン換算値として、例えば、数平均分子量２０００～４万（重量平
均分子量３０００～５万）で、さらに好ましくは数平均分子量２０００～１万である。
【０１８０】
　そして、本発明のフルオレン骨格含有樹脂は、好ましくは、水分散液として調製し、例
えば、第２のジオールの親水性基がアニオン性基である場合には、得られたフルオレン骨
格含有樹脂を、そのアニオン性基を中和した後に、水に分散させる。
【０１８１】
　アニオン性基の中和は、例えば、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリ－ｎ－プ
ロピルアミン、トリブチルアミン、トリエタノールアミン、アミノメチルプロパノール、
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アミノメチルプロパンジオール、アミノエチルプロパンジオール、トリハイドロキシメチ
ルアミノメタン、モノエタノールアミン、トリイソプロパノールアミンなどの有機アミン
類、例えば、水酸化カリウム、水酸化ナトリウムなどの無機アルカリ塩、さらには、アン
モニアなどから選択される中和剤を、フルオレン骨格含有樹脂に添加して、アニオン性基
の塩を形成させる。
【０１８２】
　中和剤の添加量は、アニオン性基１当量あたり、例えば、０．３～１．０当量とするこ
とができる。
【０１８３】
　次いで、フルオレン骨格含有樹脂を水に分散させるには、例えば、フルオレン骨格含有
樹脂を撹拌しつつ、これに対して徐々に水を添加するか、あるいは、水を攪拌しつつ、こ
れに対して徐々にフルオレン骨格含有樹脂を添加する。これにより、フルオレン骨格含有
樹脂の水分散液が調製される。なお、攪拌は、好ましくは、ホモミキサーなどを用いて、
高剪断が付与されるように混合する。
【０１８４】
　水の添加量は、所望するフルオレン骨格含有樹脂の水分散液の固形分質量により適宜決
定されるが、例えば、フルオレン骨格含有樹脂１００質量部に対して、１００～９００質
量部、より好ましくは２００～４００の範囲である。
【０１８５】
　これによって、本発明のフルオレン骨格含有樹脂が水分散された、フルオレン骨格含有
樹脂の水分散液が調製される。なお、フルオレン骨格含有樹脂の水分散液のｐＨは、通常
７～９程度である。
【０１８６】
　このようにして得られるフルオレン骨格含有樹脂の水分散液は、その固形分が、例えば
、１０～５０質量％、好ましくは、２５～３５質量％となるように調製される。
【０１８７】
　なお、ウレタン化反応において、反応溶媒が使用されている場合には、そのウレタン化
反応終了後、または、水分散後に、反応溶媒を、例えば、減圧下において、適宜の温度で
加熱することにより留去する。
【０１８８】
　前記フルオレン骨格含有樹脂の含有量は、カラー画像の定着性、ブロンズ防止、および
インク組成物の保存安定性を両立するとともに一層定着性に優れたカラー画像を形成でき
る観点からは、前記顔料１００質量部に対して、好ましくは２０～５０質量部であり、一
層好ましくは２０～４０質量部である。
【０１８９】
　前記共重合樹脂および前記定着性顔料分散剤の質量比（前者／後者）は、１／２～２／
１が好ましいが、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の保存安定性
を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは、１／１．５
～１．５／１であることが一層好ましい。
【０１９０】
　前記顔料の固形分と、前記共重合樹脂および前記定着性顔料分散剤の固形分との質量比
（前者／後者）は、カラー画像の光沢性、ブロンズ防止、およびインク組成物の保存安定
性を両立するとともに一層光沢性に優れたカラー画像を形成できる観点からは、１００／
４０～１００／１００であることが好ましい。
【０１９１】
　また、分散剤として、界面活性剤を用いてもよい。このような界面活性剤としては、脂
肪酸塩類、高級アルキルジカルボン酸塩、高級アルコール硫酸エステル塩類、高級アルキ
ルスルホン酸塩、高級脂肪酸とアミノ酸の縮合物、スルホ琥珀酸エステル塩、ナフテン酸
塩、液体脂肪油硫酸エステル塩類、アルキルアリルスルホン酸塩類などの陰イオン界面活
性剤；脂肪酸アミン塩、第四アンモニウム塩、スルホニウム塩、ホスホニウムなどの陽イ
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オン界面活性剤；ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキル
エステル類、ソルビタンアルキルエステル類、ポリオキシエチレンソルビタンアルキルエ
ステル類などの非イオン性界面活性剤等を挙げることができる。上記した界面活性剤はイ
ンク組成物に添加されることで、界面活性剤としての機能をも果たすことは言うまでもな
い。
【０１９２】
　３．インクジェット記録方法
　本発明の一実施形態に係るインクジェット記録方法は、ヘッドを有するインクジェット
記録装置を用いたインクジェット記録方法であって、コート液の液滴を吐出させる吐出工
程と、前記液滴を記録媒体に付着させて、当該液滴からなるドットを形成するドット形成
工程と、前記吐出工程および前記ドット形成工程を複数回繰り返すことによって、前記記
録媒体にコート層を形成するコート層形成工程と、含む。
【０１９３】
　まず、本実施形態に係るインクジェット記録方法に用いられるインクジェット記録装置
について説明する。
【０１９４】
　３．１．インクジェット記録装置
　本発明の一実施形態に係るインクジェット記録装置は、複数のノズル孔からなるノズル
列を備えたヘッドを有する。本実施形態に係るインクジェット記録装置について、図１～
図３を参照して説明する。なお、以下の説明に用いる各図面では、各部材を認識可能な大
きさとするため、各部材の縮尺を適宜変更している。
【０１９５】
　図１は、インクジェット記録装置１にコンピューター９０が接続された記録システムを
示すブロック図である。
【０１９６】
　図２は、インクジェット記録装置１の構成を示す概略斜視図である。
【０１９７】
　インクジェット記録装置１は、インクジェット方式で記録媒体Ｐ上に記録物を記録（形
成）する装置である。コントローラー１０は、インクジェット記録装置１の制御を行うた
めの制御ユニットである。インターフェース部１１（Ｉ／Ｆ）は、コンピューター９０と
インクジェット記録装置１との間でデータの送受信を行うためのものである。ＣＰＵ１２
は、インクジェット記録装置１全体の制御を行うための演算処理装置である。メモリー１
３は、ＣＰＵ１２のプログラムを格納する領域や作業領域等を確保するためのものである
。ＣＰＵ１２は、ユニット制御回路１４により各ユニットを制御する。なお、インクジェ
ット記録装置内の状況を検出器群６０が監視し、その検出結果に基づいて、コントローラ
ー１０は各ユニットを制御する。
【０１９８】
　搬送ユニット２０は、記録媒体Ｐが連続する方向（搬送方向、図中のＸ方向）に、記録
媒体を上流側から下流側に搬送する。モーターによって搬送ローラー２１を回転させるこ
とによって記録前の記録媒体をインクジェット用コート液塗布領域に供給する。
【０１９９】
　キャリッジユニット３０は、ヘッドを移動方向（記録媒体の幅方向、図中のＹ方向）に
往復移動させるものである。キャリッジユニット３０は、ヘッド４１を搭載するキャリッ
ジ３１と、キャリッジを往復移動させるためのキャリッジ移動機構３２と、インクカート
リッジ３３と、を有する。
【０２００】
　インクカートリッジ３３には、上述したコート液や、カラーインク組成物が充填される
。インクカートリッジ３３は、本実施形態のようにキャリッジ４に装着するものに限らず
、これに替えて例えば、プリンター１の筐体側に装着し液体供給チューブを介してヘッド
４１に供給するタイプのものであってもよい。
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【０２０１】
　ヘッドユニット４０は、キャリッジ３１に設けられたヘッド４１を有する。ヘッド４１
の下面には、コート液やカラーインク組成物を吐出するノズル孔が設けられている。ヘッ
ド４１の構成（ノズル列の配置）については、後述する。
【０２０２】
　乾燥ユニット５０は、記録媒体に塗布されたコート液やカラーインク組成物を乾燥させ
るためのものである。乾燥ユニットとして、例えば加温機能を備える、プラテンヒーター
や温風ヒーターやＩＲヒーターなどが用いられる。また、加温機能を備えない、送風機な
どが用いられる。
【０２０３】
　図３は、ヘッド４１の下面を示す概略図である。なお、図示した構成は、説明の参考た
めに示すものであり、ヘッド４１は、これとは異なる構成になることがある。
【０２０４】
　ヘッド４１は、複数のノズル列を備える。図３の例では、６つのノズル列が記録媒体Ｐ
の搬送方向に沿って配列されている。６つのノズル列は、ブラックノズル列（Ｋ）と、シ
アンノズル列（Ｃ）と、マゼンタノズル列（Ｍ）と、イエローノズル列（Ｙ）と、コート
ノズル列（Ａ）、ホワイトノズル列（Ｗ）である。ブラックノズル列、シアンノズル列、
マゼンタノズル列、イエローノズル列およびホワイトノズル列は、カラー画像（着色層）
を記録するためのカラーインク組成物を吐出するノズル列（カラーノズル列）である。コ
ートノズル列は、コート画像（コート層）を記録するためのコート液を吐出するノズル列
である。
【０２０５】
　各ノズル列は、複数のノズル孔が配列されてなる。図３の例では、各ノズル列は、記録
媒体Ｐの搬送方向に沿って配列された複数のノズル孔からなる。また、各ノズル列は、そ
れぞれ１８０個のノズル孔から構成されている。各ノズル列の１８０個のノズル孔は、１
／１８０インチ間隔のノズルピッチＮで搬送方向に沿って並んでいる（つまり、図中のＬ
は１インチである）。あるノズル列からコート液（またはインク）を断続的に吐出するこ
とによって、キャリッジ３１が移動方向に１回移動する毎に（１回のパス毎に）、１／１
８０インチ間隔で多数のドット列が記録されることになる。記録媒体Ｐに記録するドット
の間隔Ｄは、ノズルピッチＮとパスの回数を表す整数ｋを用いて“Ｎ÷ｋ”と表すことが
ある。例えば、７２０ｄｐｉの解像度で画像を記録する場合、Ｄは１／７２０インチなの
で、ｋ＝４（４回のパス）である。
【０２０６】
　インクジェット記録装置１は、いわゆるシリアル型のインクジェット記録装置である。
シリアル型のインクジェット記録装置は、所定の方向に移動するキャリッジにヘッドが搭
載されており、キャリッジの移動に伴ってヘッドが移動することにより記録媒体上に液滴
を吐出するもののことをいう。
【０２０７】
　本実施形態に係るインクジェット記録装置として、シリアル型のインクジェット記録装
置を例示したが、これに限定されず、例えばライン型のインクジェット記録装置であって
もよい。ライン型のインクジェット記録装置とは、ヘッドが記録媒体の幅よりも広く形成
され、ヘッドが移動せずに記録媒体上に液滴を吐出するもののことをいう。
【０２０８】
　ライン型のインクジェット記録装置において、各ノズル列は、記録媒体の幅方向に沿っ
て配列され、ノズル列を構成する複数のノズル孔は、記録媒体の幅方向に沿って配列され
ている。このとき、各ノズル列が１８０個のノズル孔から構成されている場合には、１／
１８０インチ間隔のノズルピッチで記録媒体の幅方向に沿って並んでいる。あるノズル列
からコート液（またはインク）を１回吐出することによって、１／１８０インチ間隔でド
ットが配列され、１８０ｄｐｉの解像度で画像が記録される。つまり、ライン型のインク
ジェット記録装置を用いると、記録媒体の幅方向への画像解像度は、記録媒体の幅方向に
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沿って配列されたノズル孔の数と等しくなる。なお、上記のライン型のインクジェット記
録装置において、１８０ｄｐｉ以上の解像で画像を記録する場合、例えば、７２０ｄｐｉ
の解像度で画像を記録する場合、１８０個のノズル孔から構成されているノズル列を４列
用いることで７２０ｄｐｉの画像を記録することができる。したがって、ノズルピッチＮ
とノズル列の列数ｌを用いて、ドット間隔Ｄは“Ｎ÷ｌ”と表すことができる。上記の例
においては、Ｎ＝１／１８０、ｌ＝４であるので、ドット間隔Ｄが１／７２０となる。
【０２０９】
　３．２．記録方法
　本実施形態に係るインクジェット記録方法は、インクジェット記録装置を用いて行われ
、ノズル孔から上記のコート液の液滴を吐出させる吐出工程と、コート液の液滴を記録媒
体に付着させて、当該液滴からなるドットを形成するドット形成工程と、前記吐出工程お
よび前記ドット形成工程を複数回繰り返すことによって、前記記録媒体にコート層を形成
するコート層形成工程と、を含む。以下、インクジェット記録装置１を用いたインクジェ
ット記録方法について、具体的に説明する。
【０２１０】
　インクジェット記録装置１は、キャリッジ３１を移動方向に移動させる動作（パス）と
、搬送動作とを交互に繰り返す。このとき、コントローラー１０は、各パスを行う際に、
キャリッジユニット３０を制御して、キャリッジ３１を移動方向に移動させるとともに、
ヘッドユニット４０を制御して、ヘッド４１の所定のノズル孔からコート液の液滴を吐出
させ、記録媒体Ｐに液滴を付着させる。また、コントローラー１０は、搬送ユニット２０
を制御して、搬送動作の際に所定の搬送量にて記録媒体Ｐを搬送方向に搬送させる。
【０２１１】
　パスと搬送動作が繰り返されることによって、複数の液滴（ドット）を付着させた領域
が徐々に乾燥ユニット５０に向かって搬送される。そして、乾燥ユニット５０に対向する
位置において、記録媒体に付着させた液滴を乾燥させて、コート層が完成する。その後、
完成した記録物は、巻き取り機構（図示なし）によりロール状に巻き取られたり、フラッ
トベット機構（図示なし）で搬送されたりしてもよい。
【０２１２】
　乾燥ユニットによるコート層の乾燥工程は、必須の工程ではないが、コート層の耐水性
をより向上できるという観点から効果的である。また、乾燥工程は、コート層の乾燥工程
のみならず、（後述の）カラー画像の乾燥工程であってもよい。したがって、乾燥工程を
行うタイミングは特に限定されず、例えば、コート層形成工程と同時、コート層形成工程
の前又は後若しくは前後にわたって行っても良く、（後述の）カラー画像形成工程の後に
行っても良い。また、複数の乾燥工程（例えば、前記の例のうちの任意の組合せ）を行っ
ても良い。カラー画像形成工程の後に乾燥工程を行う場合は、前述の巻き取り機構やフラ
ットベット機構が、乾燥工程になってもよい。
【０２１３】
　また、乾燥工程の手段としては、特に限定されないが、加熱によって液滴を乾燥させる
ことが好ましい。乾燥工程における加熱とは、温風、ＩＲヒーター等により液滴自体を直
接加熱する態様のみならず、例えば上記乾燥ユニット５０のように記録媒体を介して液滴
を間接的に加熱する態様も含まれる。
【０２１４】
　シリアル型のインクジェット記録装置を用いて、ノズル列の配列方向（図１の例では記
録媒体Ｐの幅方向）の画像解像度が３００ｄｐｉ以上のドット間隔を有するコート層を形
成する際に、記録媒体に付着したドットの直径がドット間隔よりも大きいことが好ましい
。また、ライン型のインクジェット記録装置を用いて、ノズル孔の配列方向に画像解像度
３００ｄｐｉ以上のドット間隔を有するコート層を形成する際に、記録媒体に付着したド
ットの直径がドット間隔よりも大きいことが好ましい。
【０２１５】
　こうすることで、より少ないパス数、または、より少ないノズル列で、十分に被覆され
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た記録媒体が得られる。
【０２１６】
　さらに、より多いパス数、または、より多いノズル列で、高画質のコート層（画像解像
度３００ｄｐｉ以上）を形成する場合であっても、ドット間の隙間が少なく、コート層に
よって十分に被覆された記録媒体が均一な膜厚で得られる。
【０２１７】
　後述の実施例の実験結果でも示すとおり、本実施形態に係るインクジェット用コート液
は、吐出工程により吐出されるコート液の液滴の質量を、１液滴あたり１ｎｇ以上１５ｎ
ｇ以下にすれば、より少ないパス数、または、より少ないノズル列で、十分に被覆され、
かつ、パス数を増加させたり、または、ノズル列を増加させたりする場合には、十分に被
覆された均一な膜が多層状態で得られるのでインクの受容能力を均一な膜厚で調整できる
観点で好ましい。
【０２１８】
　本実施形態に係るインクジェット記録方法は、さらに、上述したカラーインク組成物の
液滴をコート層上に付着させて、カラー画像を形成するカラー画像形成工程を含んでいて
もよい。本実施形態に係るコート層は、上記のコート液からなるため、カラーインク組成
物の受容性に優れ、記録されるカラー画像の耐水性も向上させることができる。
【０２１９】
　コート層は、少なくともカラー画像が形成される領域に形成されればよいが、記録媒体
の全面に形成されてもよい。例えば、記録媒体として熱収縮性材料を用いた包装材料（シ
ュリンクフィルム）に画像を記録する場合、コート層が記録媒体の全面に形成されている
と、熱収縮性材料とコート層との線膨張係数が異なっていても、記録媒体の収縮が均一に
なり、記録媒体の歪みやカール等を低減できる。さらに、本発明に係るコート液と、カル
ボキシル基を有する成分を含むカラーインク組成物と、を用いて得られる記録物であれば
熱収縮工程における加熱によって耐水性に優れたものとなる（カラー画像形成工程の後に
乾燥工程を行う態様）。熱収縮性材料としては、特に限定されないが、ポリ塩化ビニル系
樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、ポリエチレン系樹脂などが好適に挙
げられる。
【０２２０】
　コート層上に低Ｄｕｔｙ領域と高Ｄｕｔｙ領域とからなるカラー画像が形成される場合
、コート層が全面に形成されていると、低Ｄｕｔｙ領域と高Ｄｕｔｙ領域との光沢度の差
を低減できる場合がある。
【０２２１】
　本実施形態に係るインクジェット記録方法に用いる記録媒体としては、インク非吸収性
または低吸収性の記録媒体が挙げられる。
【０２２２】
　インク非吸収性の記録媒体としては、例えば、インク吸収層を有していないプラスチッ
クフィルム、紙等の基材上にプラスチックがコーティングされているものやプラスチック
フィルムが接着されているもの等が挙げられる。ここでいうプラスチックとしては、ポリ
塩化ビニル、ポリエチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリウレ
タン、ポリエチレン、ポリプロピレン等が挙げられる。
【０２２３】
　インク低吸収性の記録媒体としては、表面に油性インクを受容するための塗工層が設け
られた塗工紙が挙げられ、例えば、アート紙、コート紙、マット紙等の印刷本紙が挙げら
れる。
【０２２４】
　上記の記録媒体以外にも、金属、ガラスなどのインク非吸収性または低吸収性の記録媒
体を用いてもよい。
【０２２５】
　本実施形態に係るインクジェット記録方法では、上述のコート液を用いてコート層（イ
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来のインクジェット用の水系インク組成物を用いて画像を形成することができる。
【０２２６】
　４．実施例
　以下、本発明を実施例および比較例によってさらに具体的に説明するが、本発明はこれ
らの実施例に限定されるものではない。
【０２２７】
　４．１．コート液の調製
　表１～５の組成にしたがって各成分を混合・攪拌した後、１０μｍのメンブレンフィル
ターでろ過することにより、コート液を調製した。なお、表１～５に示す各成分は、以下
の通りである。
・ＷＳ－７００（商品名「エポクロス　ＷＳ－７００」、主鎖：アクリル系、重量平均分
子量：４万、オキサゾリン基量：４．５ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算）、固形分２５％）
・ＷＳ－５００（商品名「エポクロス　ＷＳ－５００」、主鎖：アクリル系、重量平均分
子量：７万、オキサゾリン基量：４．５ｍｍｏｌ／ｇ（固形分換算）、固形分３９％）
・１，２－ＯＣＤ（１，２－オクタンジオール）
・１，２－ＨＥＤ（１，２－ヘキサンジオール）
・シリコン系Ｓｕｒｆ．／水素（ポリオルガノシロキサン系界面活性剤。上記式（２）に
おいて、Ｒが水素原子であり、ａが７～１１の整数であり、ｍが３０～５０の整数であり
、ｎが３～５の整数である化合物）
・シリコン系Ｓｕｒｆ．／メチル１（ポリオルガノシロキサン系界面活性剤。上記の式（
２）において、Ｒがメチル基であり、ａが９～１３の整数であり、ｍが２～４の整数であ
り、ｎが１～２の整数である化合物）
・シリコン系Ｓｕｒｆ．／メチル２（ポリオルガノシロキサン系界面活性剤。上記の式（
２）において、Ｒがメチル基であり、ａが６～１８の整数であり、ｍが０の整数であり、
ｎが１の整数である化合物）
・フッ素系Ｓｕｒｆ．（フッ素系界面活性剤、商品名「フタージェント２５１」、ネオス
株式会社製）
・ＴＰＧ（トリプロピレングリコール）
・ＴＥＧｍＭＥ（トリエチレングリコールモノメチルエーテル）
・３－Ｍ－１－Ｂ（３－メトキシ－１－ブタノール）
・ｆｆ樹脂（カルボキシル基を含有するフルオレン骨格含有樹脂、酸価４０、固形分３０
％、ＣＡＳ　ＮＯ．９１１１－０３－２７－０）
・イオン交換水
【０２２８】
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【表１】

【０２２９】
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【表２】

【０２３０】
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【表３】

【０２３１】
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【表４】

【０２３２】
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【表５】

【０２３３】
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　４．２．カラーインク組成物の調製
　カラーインク組成物は、表６に記載の成分を混合・攪拌して、顔料分散液を作製した後
、得られた顔料分散液と表７に記載の成分を混合・攪拌し、１０μｍのメンブレンフィル
ターでろ過することにより調製した。
【０２３４】
　このようにして得られたカラーインク組成物は、イエローインク組成物（Ｙ）、マゼン
タインク組成物（Ｍ）、シアンインク組成物（Ｃ）、ブラックインク組成物（Ｋ）、白色
インク組成物（Ｗ）を一組とするカラーインクセットとして用いた。
【０２３５】
　なお、表６および表７に示す各成分のうち、表１～５で用いた以外の成分は、以下の通
りである。
・Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８０（イエロー顔料、体積平均粒子径１２０ｎｍ）
・Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｍａｇｅｎｔａ　１２２（マゼンタ顔料、体積平均粒子径１２０ｎｍ
）
・Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：３（シアン顔料、体積平均粒子径１２０ｎｍ）
・Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ　７（ブラック顔料、体積平均粒子径１２０ｎｍ）
・二酸化チタン（白色顔料、体積平均粒子径２４０ｎｍ）
・スチレンアクリル酸樹脂（重量平均分子量１６５００、酸価２４０、Ｔｇ１００℃）
【０２３６】
【表６】

【０２３７】
【表７】

【０２３８】
　４．３．評価試験
　上記のようにして得られたコート液およびカラーインク組成物をインクジェットプリン
ター（商品名「ＰＸ－Ｇ５１００」、セイコーエプソン株式会社製）のインクカートリッ
ジに充填した。
【０２３９】
　そして、以下の評価試験１～評価試験６の実施にあたり、まず、上記プリンターのノズ
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ル孔から吐出されるコート液およびインク組成物の吐出される液滴の平均インク質量（以
下、単に「平均インク質量」ともいう。）を調節した。具体的には、所定のノズルから液
滴を１０回ずつ吐出させて、そのインク質量を精密天秤で測定した。得られた測定値を、
インク滴の吐出総数（ノズル毎の吐出回数とノズル数との積）で除することにより、平均
インク質量を算出した。得られた値を基に、平均インク質量が所望の値となるように、イ
ンク滴を吐出させるための吐出波形（駆動電圧等）を調整した。
【０２４０】
　評価１～４における記録条件を表８、評価５～６における記録条件を表９に示す。なお
、全ての評価において、１走査（１パス）当たりの縦解像度×横解像度は、３６０×７２
０ｄｐｉとした。また、表８および表９における画像解像度およびＤｕｔｙは、それぞれ
下記式（６）および（７）で表される。
【０２４１】
　画像解像度（ｄｐｉ）＝（１走査あたりの縦解像度×横解像度）×（走査数）　　　・
・・（６）
（式（６）中、画像解像度は単位面積あたりの解像度である。）
【０２４２】
　なお、Ｄｕｔｙは下記式（７）で定義される。
【０２４３】
　Ｄｕｔｙ（％）＝（実記録ドット数）／（画像解像度）×１００　　　・・・（７）
（式（７）中、「実記録ドット数」は単位面積当たりの実記録ドット数である。）
【０２４４】
　また、表８および表９における平均インク質量は、表８および表９に記載の画像解像度
を有するＤｕｔｙ１００％画像に対応する吐出条件を基に事前に設定した。例えば、条件
１Ａにおいては、３．６３ｍｇ／ｉｎｃｈ２（＝７２０×７２０×７）となるように吐出
波形を調整した。
【０２４５】
【表８】

【０２４６】
【表９】

【０２４７】
　４．３．１．コート層の評価試験
　（１）評価１＜凝集と埋まり＞
　上記プリンターを用いて、条件１Ａおよび条件１Ｂの記録条件で、記録媒体（東レ株式
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化ビニルシートのＪＴ５８２９Ｒ）にＤｕｔｙ１００％のベタ画像（コート層）を記録し
た。このようにして、得られたコート層について、凝集むらおよび筋むらの発生を評価し
た。評価基準は次の通りであり、評価結果を表１～５に示す。
Ａ：凝集及び埋まり不良によるスジの発生がない
Ｂ：凝集はないが、埋まり不良によるスジの発生がある
Ｃ：凝集及び埋まり不良によるスジの発生がある
【０２４８】
　（２）評価２＜ドットの位置ずれ（エッジ部のガタつき）＞
　上記プリンターを用いて、条件２Ａおよび条件２Ｂの記録条件で、記録媒体（東レ株式
会社製のポリエチレンテレフタレートシートのルミラーＳ１０と、ＭＡＣｔａｃ社製の塩
化ビニルシートのＪＴ５８２９Ｒ）にＤｕｔｙ１００％のベタ画像（コート層）を記録し
た。このようにして、得られたコート層について、ドットの位置ずれを評価した。評価基
準は次の通りであり、評価結果を表１～５に示す。
Ａ：ベタ画像の外周部におけるドットの位置ずれが５μｍ未満（ガタつきが認められない
）
Ｂ：ベタ画像の外周部におけるドットの位置ずれが５μｍ以上２０μｍ未満（ガタつきが
認められる）
Ｃ：ベタ画像の外周部におけるドットの位置ずれが２０μｍ以上（ガタつきが認められる
）
【０２４９】
　（３）評価３＜コート層の耐水性＞
　上記プリンターを用いて、条件３の記録条件で、記録媒体（東レ株式会社製のポリエチ
レンテレフタレートシートのルミラーＳ１０と、ＭＡＣｔａｃ社製の塩化ビニルシートの
ＪＴ５８２９Ｒ）にＤｕｔｙ１００％のベタ画像（コート層）を記録した。このようにし
て得られた記録物を２０℃の送風で２分間の乾燥を行なった後に、記録物を１００℃のホ
ットプレートに載せて１５分間加熱して、評価サンプルを得た。その後、学振型摩擦堅牢
性試験機（ＡＢ－３０１　ＣＯＬＯＲ　ＦＡＳＴＮＥＳＳ　ＲＵＢＢＩＮＧ　ＴＥＳＴＥ
Ｒ、ＴＥＳＴＥＲ　ＳＡＮＧＹＯ．，ＬＴＤ製）を用いて、水を含ませた布（金巾）に、
５００ｇの加重を掛けて、１０回擦る毎に、耐水性を評価した。評価基準は次の通りであ
り、評価結果を表１～５に示す。
Ａ：３０回後でも、記録画像（コート層）の剥離がみられない
Ｂ：１０回後では、記録画像（コート層）の剥離がみられないが、２０回後では、記録画
像（コート層）の剥離がみられる
Ｃ：１０回後で、記録画像（コート層）の剥離がみられる
【０２５０】
　（４）評価４＜平均ドット径＞
　上記プリンターを用いて、条件４の記録条件で、記録媒体（東レ株式会社製のポリエチ
レンテレフタレートシートのルミラーＳ１０と、ＭＡＣｔａｃ社製の塩化ビニルシートの
ＪＴ５８２９Ｒ）にＤｕｔｙ１％の画像（コート層）を記録した。得られた記録物におけ
る１０個のドットを光学顕微鏡にて撮影し、得られた撮影像から１０個のドット面積の平
均値を算出した。算出した平均値と同じ面積を有する円の直径を平均ドット径とした。評
価基準は次の通りである。また、評価結果を表１０に示す。
【０２５１】
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【表１０】

【０２５２】
　４．３．２．コート層上のカラー画像の評価試験
　（１）評価５＜受容性＞
　＜条件５Ａ＞
　上記プリンターを用いて、記録媒体（東レ株式会社製のポリエチレンテレフタレートシ
ートのルミラーＳ１０と、ＭＡＣｔａｃ社製の塩化ビニルシートのＪＴ５８２９Ｒ）に、
条件５Ａの記録条件で、Ｄｕｔｙ１００％のベタ画像を２０℃の環境下で記録し、その後
、３５℃の温風で１０分間の乾燥を行い、コート層の形成された第１の記録物を得た。
　次に、カラーインクセット１～３を搭載した上記プリンターを用いて、第１の記録物（
コート層）上に、条件５Ａの記録条件で、Ｄｕｔｙ１００％の単色同士の罫線パターンを
２０℃の環境下で記録し、最終的な評価サンプルを得た。評価基準は次の通りである。ま
た、評価結果を表１～５に示す。
Ａ：６ピクセルの罫線の滲みがみられない
Ｂ：６ピクセルの罫線の滲みがみられる
　＜条件５Ｂ＞
　コート液の記録条件を、条件５Ｂの記録条件としたほかは、評価５Ａと同様にして評価
サンプルを得た。評価基準は次の通りである。また、評価結果を表１～５に示す。
Ａ：６ピクセルの罫線の滲みがみられない
Ｂ：６ピクセルの罫線の滲みがみられる
　＜条件５Ｃ　（高速受容性）＞
　第１の記録物を得るための乾燥条件として、「３５℃の温風で１０分間の乾燥」を、「
２０℃の送風で２分間の乾燥」に変更したほかは、評価５Ａと同様にして評価サンプルを
得た。評価基準は次の通りである。また、評価結果を表１～５に示す。
Ａ：６ピクセルの罫線の滲みがみられない
Ｂ：６ピクセルの罫線の滲みがみられる
Ｃ：コート層の乾燥が不十分なために、記録メディアを適正に搬送できず、評価できない
【０２５３】
　（２）評価６＜カラー画像の耐水性＞
　上記プリンターを用いて、記録媒体（東レ株式会社製のポリエチレンテレフタレートシ
ートのルミラーＳ１０と、ＭＡＣｔａｃ社製の塩化ビニルシートのＪＴ５８２９Ｒ）に、
条件６の記録条件で、Ｄｕｔｙ１００％のベタ画像を記録媒体が２０℃の環境下で記録し
、その後、２０℃の送風で２分間の乾燥を行い、コート層の形成された第１の記録物を得
た。
　次に、カラーインクセット１～３を搭載した上記プリンターを用いて、第１の記録物（
コート層）上に、条件６の記録条件で、Ｄｕｔｙ１００％のカラー画像を記録媒体が２０
℃の環境下で記録した。その後、記録物を１００℃のホットプレートに載せて１５分間加
熱して、最終的な評価サンプルを得た。その後、学振型摩擦堅牢性試験機（ＡＢ－３０１
　ＣＯＬＯＲ　ＦＡＳＴＮＥＳＳ　ＲＵＢＢＩＮＧ　ＴＥＳＴＥＲ、ＴＥＳＴＥＲ　ＳＡ
ＮＧＹＯ．，ＬＴＤ製）を用いて、水を含ませた布（金巾）に、５００ｇの加重を掛けて
、１０回擦る毎に、耐水性を評価した。評価基準は次の通りである。また、評価結果を表
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１～５に示す。
Ａ：３０回後でも、カラー画像の剥離がみられない
Ｂ：１０回後では、カラー画像の剥離がみられないが、２０回後では、カラー画像の剥離
がみられる
Ｃ：１０回後で、カラー画像の剥離がみられる
【０２５４】
　４．４．評価結果
　表１～３に示すように、実施例に係るコート液によれば、凝集むらおよび筋むらの少な
い良好なコート層を形成できることが示された。
【０２５５】
　また、表１０に示すように、実施例に係るコート液によれば、平均インク質量とドット
径との間に高い相関が認められた。このことから、実施例に係るコート液を用いれば、コ
ート層の記録時において、少ないパス数であっても平均インク質量を増加させることで記
録媒体を良好に被覆でき、記録スピードを向上できるといえる。
【０２５６】
　また、実施例に係るコート液によって形成されたコート層は、カラーインクの受容性が
良好であり、カラー画像の耐水性を良好にできることが示された。また、実施例１～４、
実施例２１～２８、２９～４０においては、コート層及びカラー画像の形成を２０℃の環
境下で行うことが可能であることから、加温機能を備える乾燥ユニットが不要となり、装
置の簡略化が可能となることがわかる。
【０２５７】
　なお、実施例１～実施例８、実施例１３～実施例１６、実施例２１～実施例２４、実施
例２９～４０のコート液の組成において、１，２－オクタンジオールを１，２－ヘプタン
ジオールに変更した場合も、対応する実施例の評価結果と同様であった（実施例４１～６
８）。
【０２５８】
　一方、比較例のコート液のうち、オキサゾリン基含有樹脂を含有していないものは、カ
ラーインクの受容性、カラー画像の耐水性が低下する傾向にあることが示された。
【０２５９】
　また、比較例のコート液のうち、界面活性剤を含有していないものは、凝集むら、筋む
ら、エッジ部のがたつきの発生したコート層を記録した。また、カラーインクの受容性も
良好ではなかった。
【０２６０】
　また、比較例のコート液のうち、炭素数７以上のアルカンジオールを含有していないも
のは、低パス時における凝集むらや筋むらが発生する傾向にあり、エッジ部のがたつきの
発生したコート層を記録した。これは表１０から明らかなように、炭素数７以上のアルカ
ンジオールを含有している場合に比べて、平均インク質量とドット径との間の相関が低い
ものと推察された。即ち、記録媒体上で“弾いてしまう”ために、良好な定着性が得られ
ないものと推察された。
【０２６１】
　本発明は、前述した実施形態に限定されるものではなく、種々の変形が可能である。例
えば、本発明は、実施形態で説明した構成と実質的に同一の構成（例えば、機能、方法お
よび結果が同一の構成、あるいは目的および効果が同一の構成）を含む。また、本発明は
、実施形態で説明した構成の本質的でない部分を置き換えた構成を含む。また、本発明は
、実施形態で説明した構成と同一の作用効果を奏する構成または同一の目的を達成するこ
とができる構成を含む。また、本発明は、実施形態で説明した構成に公知技術を付加した
構成を含む。
【符号の説明】
【０２６２】
１…記録装置、１０…コントローラー、１１…インターフェース部、１２…ＣＰＵ、１３
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…メモリー、１４…ユニット制御回路、２０…搬送ユニット、２１…搬送ローラー、３０
…キャリッジユニット、３１…キャリッジ、３２…キャリッジ移動機構、３３…インクカ
ートリッジ、４０…ヘッドユニット、４１…ヘッド、５０…乾燥ユニット、６０…検出器
群、９０…コンピューター

【図１】 【図２】
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【図３】

【手続補正書】
【提出日】平成28年3月29日(2016.3.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヘッドを有するインクジェット記録装置を用いたインクジェット記録方法であって、
　前記ヘッドは、複数のノズル孔からなるノズル列を備え、
　前記ノズル孔から、オキサゾリン基含有樹脂と、炭素数７以上のアルカンジオールと、
界面活性剤と、水と、を含有するインクジェット用コート液の液滴を吐出させる吐出工程
と、
　前記液滴を記録媒体に付着させて、当該液滴からなるドットを形成するドット形成工程
と、
　前記吐出工程および前記ドット形成工程を複数回繰り返すことによって、前記記録媒体
にコート層を形成するコート層形成工程と、
含む、インクジェット記録方法。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記ノズル列は、複数配列されており、
　前記コート層形成工程により形成される前記コート層は、前記ノズル列の配列方向に画
像解像度が３００ｄｐｉ以上のドット間隔を有し、
　前記吐出工程において吐出される前記液滴の質量は、１ｎｇ以上１５ｎｇ以下であり、
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　前記ドット形成工程おいて形成されるドットの直径は、前記ドット間隔よりも大きい、
インクジェット記録方法。
【請求項３】
　請求項１または請求項２において、
　さらに、ノズル孔から着色剤および水を含有するカラーインク組成物の液滴を吐出し、
前記コート層上に付着させて、カラー画像を形成するカラー画像形成工程を含む、インク
ジェット記録方法。
【請求項４】
　請求項１ないし請求項３のいずれか１項において、
　さらに、前記記録媒体を乾燥させる乾燥工程を含む、インクジェット記録方法。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項において、
　前記コート層形成工程において、前記記録媒体の全面に前記コート層を形成する、イン
クジェット記録方法。
【請求項６】
　請求項１ないし請求項５のいずれか１項において、
　前記記録媒体は、インク低吸収性または非吸収性の記録媒体である、インクジェット記
録方法。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項６のいずれか１項に記載のインクジェット記録方法に用いる、オ
キサゾリン基含有樹脂と、炭素数７以上のアルカンジオールと、界面活性剤と、水と、を
含有する、インクジェット用コート液。
【請求項８】
　請求項７において、
　前記オキサゾリン基含有樹脂の重量平均分子量は、２万以上１２万以下である、インク
ジェット用コート液。
【請求項９】
　請求項７または請求項８において、
　さらに、カルボキシル基含有樹脂を含有する、インクジェット用コート液。
【請求項１０】
　請求項９において、
　前記オキサゾリン基含有樹脂の全質量中におけるオキサゾリン基のモル数（ＭＡ）と、
前記カルボキシル基含有樹脂の全質量中におけるカルボキシル基のモル数（ＭＢ）と、の
比（ＭＡ／ＭＢ）は、１０以上４０以下である、インクジェット用コート液。
【請求項１１】
　請求項７ないし請求項１０のいずれか１項において、
　前記炭素数７以上のアルカンジオールは、１，２－ヘプタンジオール、１，２－オクタ
ンジオール、４，４－ジメチル－１，２－ペンタンジオール、５－メチル－１，２－ヘキ
サンジオール、および４－メチル－１，２－ヘキサンジオールからなる群から選択される
少なくとも１種である、インクジェット用コート液。
【請求項１２】
　請求項７ないし請求項１１のいずれか１項において、
　前記界面活性剤は、ポリオルガノシロキサン系界面活性剤、またはフッ素系界面活性剤
の少なくとも一方である、インクジェット用コート液。
【請求項１３】
　請求項７ないし請求項１２のいずれか１項において、
　さらに、オキシアルキレングリコール類およびグリコールエーテル類の少なくとも一方
を含有する、インクジェット用コート液。
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